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中間レビュー調査結果要約表 

１．案件概要 

国名：インドネシア共和国 案件名：熱帯荒廃草原の植生回復によるバイオマスエネルギ

ーとマテリアル生産プロジェクト 

分野：環境・農業 
援助形態：地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム

（SATREPS） 

所轄部署：農村開発部 協力金額：約 3 億 6,300 万円 

協力期間： 
2016 年 7 月～2021 年 7 月 

先方関係機関：インドネシア科学院（LIPI）、森林研究開発庁

（FORDA）、インドネシア農業バイオテクノロジー遺伝資源

研究開発センター（ICABIOGRAD） 

日本側協力機関：京都大学 

１－１ 協力の背景と概要 
インドネシア共和国（以下、「イ」国と記す）は、面積約 189 万 km2（日本の国土の約 5 倍）、人

口約 2 億 5,000 万人（2013 年）を有する島嶼国家である。「イ」国の実質経済成長率は、過去 10
年間、5〜6%で堅調に推移しており、GDP は 2005 年の 2,859 億ドルから、2014 年の 8,885 億ドル

に拡大し、ASEAN 各国のなかで最大の経済規模を誇る。順調な経済発展の一方で、今後も増え続

けると予測される人口に対応するエネルギーと食糧の安定的供給、経済発展に取り残された地方

と都市部の格差解消、世界でも最大規模といわれる温室効果ガス（GHG）排出の削減等が国家の

課題となっている。 
2009 年 9 月の G20 サミットや 2009 年 12 月の COP15 において、「イ」国政府は「2020 年までに

CO2 対策を講じなかった場合と比べて、2005 年比で GHG 排出量を 26％削減する。国際支援を得

られれば、削減量を 41％まで引き上げ得る」ことを表明し、石油への依存を軽減するために、代

替エネルギー及び再生可能エネルギー利用の促進を政策目標として掲げ、2025 年までに、新・再

生エネルギーがエネルギーミックスに占める割合を 23％にまで増やすとしている（国家エネルギ

ー審議会 2014 年 3 月）。このように経済成長と人口増加を背景に増大する電力需要の伸びに対応

する必要がある一方で、GHG の排出量が、化石燃料消費の増大や森林伐採等を背景に増加してお

り、代替・再生可能エネルギーの開発が必要となっている。 
他方、「イ」国では無秩序な伐採、焼き畑農業、森林火災、大規模プランテーションなどによっ

て失われた森林跡地の大部分で、イネ科雑草の一種であるアランアラン（Imperata cylindrica）と呼

ばれる多年生植物が繁殖し、国内で 10 万 km2（日本の国土面積の 3 分の 1 弱）に及ぶ広大な荒廃

草原を形成している。「中期国家開発計画 2015-2019」では、こうした生産不適地（marginal land）
の生産地への転換を可能とする技術の開発を、技術開発部門の重要課題と位置づけている。この

ような背景のなか、本プロジェクトが 2016 年より京都大学と LIPI の協力により実施されている。 
 

１－２ 協力の内容 
（1）上位目標 
  「イ」国において、革新的バイオエネルギー及びバイオ材料技術によって持続可能な社会の

構築モデルが開発される。 
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（2）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標） 
  アランアラン荒廃草原活用によるバイオマスエネルギー及びバイオマス材料の持続的生産

技術が開発される。 
 
（3）プロジェクトの成果（アウトプット） 

成果 1：高エネルギーバイオマス植物生産のための施肥法が確立される。  
成果 2：荒廃草原を植生回復させる転換工程が確立される。  
成果 3：育種による高発熱値を含むイネ科バイオマス植物が開発される。  
成果 4： イネ科植物を原料としたリグノセルロース材料を生産するための低環境負荷型技

術が確立される。 
 

 

（4）投入（レビュー調査時点） 
日本側 
専門家の派遣：6 分野で延べ 10 名の研究者（短期専門家）、業務調整員 1 名（長期専門家） 
研 修 実 施 ：6 名の LIPI 研究員に対する研修を実施済み 
機 材 供 与 ：主に分析用に、合計 53 機材（総額 7,800 万円相当）が供与済み 
現地活動費 ：総額 29 億 9,990 万ルピア（約 2,230 万円相当）の現地活動費（在外事業強化

費）の支出（2018 年 11 月現在） 
「イ」国側 
カウンターパート（C/P）人員の配置：66 名の研究員が配置されている。 
C/P 予算  ：合計 31 億 8,200 万ルピアがプロジェクト関連経費として支出済み 
施設・機材：LIPI 各センターの実験施設・機材、圃場、プロジェクトオフィスなど。 

２．評価調査団の概要 

日本 担当分野 氏 名 所属・役職 

団長/総括 
国内支援（JST） 
国内支援（JST） 
国内支援（JST） 
評価分析 
 
協力企画 

浅沼 修一 
堤  敦司 
上阪 圭介 
齋藤 奈津美 
鈴木 篤志 
 
東郷 知沙 

JICA 農村開発部 国際協力専門員 
JST 国際部 研究主幹 
JST 国際部 主任調査員 
JST 国際部 職員 
A&M コンサルタント有限会社 
シニアコンサルタント 
JICA 農村開発部第一グループ第一チーム 調査役 

「イ」国 総括 Dr. Sulaeman. 
Yusuf M. Agr 

L IPI 生物材料研究センター 所長 

団員 Dr. Ir. Ibnu 
Maryanto M.Si. 

LIPI 生物学研究センター 研究員 

調査期間 2018 年 11 月 7 日～11 月 25 日 評価種類：中間レビュー 
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３．評価結果の概要 
３－１ 実績の確認 
（1）投入の実績 
  （上記１－２のとおり） 
 
（2）成果の達成状況 
  達成度は、「高い」「やや高い」「中程度」「やや低い」「低い」の 5 段階で示した。 
 

成果 1：高エネルギーバイオマス植物生産のための施肥法が確立される。 
指標 1-1：土壌と植物の状態をモニターする新技術が利用可能となる。 
 1-2： プロジェクトサイトとモデルサイトにおけるソルガムのバイオマス生産量が土壌改

良前と比較して 20％向上する。 
• 農地土壌の細菌群集構造解析のため、①迅速かつ安価な DNA フィンガープリンティング、

②正確で高解像度な DNA メタバーコーディングの二つの解析プロトコールが確立された。 
• チビノン及びカティンガンにおけるソルガム栽培試験が、2016 年から 2018 年にかけそれぞ

れ 3 回実施され、異なる堆肥処理、微生物の接種、窒素施肥条件下での、乾物生産量と種子

重量のデータが収集された。2016 年と 2017 年のデータ解析の結果によれば、減肥栽培でも

収量の有意な増加が認められ、施肥量を適切にコントロールすれば無施肥栽培に比較して

20％の収量増を達成可能であることが示唆された。 
 
  大半の活動は、計画通りに実施されているものの、最終結果を得るまでには更に栽培試験が

繰り返される必要があることから、成果 1 の全般的な達成状況と見込みは「中～やや高い」レ

ベルにあると判断された。 
 

成果 2：荒廃草地を植生回復させる転換工程が確立される。 
指標 2-1：生物多様性に配慮した施肥方法が確立される。 
 2-2： モデルサイトにおけるソルガムのバイオマス生産量が土壌改良前と比較して 20％

向上する。 
 2-3： 確立された施肥方法が荒廃草原回復の技術ガイドラインに反映される。 

• DNA メタバーコーディング解析により、土壌細菌の群集構造解析がチビノンにて実施され、

減肥栽培により土壌細菌の多様性を減少させることなく、ソルガムの収量を増加させられる

ことが示唆されている。 
• チビノン、カティンガン両サイトにおける植物種の多様性調査が実施され、生物多様性が二

つの指標で評価された。 
• ソルガムが、異なる堆肥処理、微生物の接種、窒素施肥条件下で栽培され、乾物生産量が、

窒素含量とともに測定された。この結果によれば、収量に大きく影響することなく、「イ」

国農業省による推奨施用量の 75%程度まで減肥させることが可能であることが示唆されて

いる。 
• 栽培試験の結果に基づき、荒廃草原回復の技術ガイドラインが取りまとめられる予定である。 
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  土壌細菌の群集構造解析とソルガム栽培試験の結果から、荒廃草地をソルガム栽培地に転換

することで植生回復させることが可能であることが示唆されているものの、成果 1 と同様、最

終結果を得るまでに栽培試験・データ解析が繰り返される必要があり、成果 2 の達成度も「中

～やや高い」レベルと判断された。 
 

成果 3：育種による高発熱値を含むイネ科バイオマス植物が開発される。 
指標 3-1： 代謝工学の応用により、稲わらのリグニン含有量が現行品種に比べて 10％向上す

る。  
 3-2： 代謝工学の応用により、稲わらの高発熱型リグニンの割合が現行品種に比べて

10％増加する。 
 3-3： 高発熱型リグニン含量が現行品種と比べて 10％高いソルガムを選抜育種する。 

• 分子育種的手法を用いたリグニン生合成の活性化により、日本・「イ」国双方において、リ

グニン含量増強イネが作出された。リグノセルロース性状解析により、リグニンの含量は、

野生株（日本晴種）の茎と比べて形質転換イネの茎で 53％増加したことが確認された。 
• 研究チームは、多数の日本産と「イ」国産ソルガム品種のリグニン含量測定を行い、供試し

た全ソルガムの平均値と比べてリグニン含量が 48％、27％高いソルガムを、日本と「イ」国

それぞれにおいて見出した。リグニン高含量ソルガムのバイオマスは、発熱量の高いグアイ

アシルリグニンを多く含んでいた。 
• 現在、更に γ線照射による変異育種を「イ」国のリグニン高含量ソルガム品種に適用し、バ

イオマス生産性向上が試みられている。温室でのポット試験と圃場栽培を併用した変異集団

のスクリーニングによって、目的の形質を示すソルガム変異体獲得がプロジェクト期間内に

達成される見込みである。 
• 「イ」国でのリグニン分析体制の構築には、機材と試薬不足のため時間を要する。また、γ

線照射による変異育種〔γ 線照射による変異体作出とその変異体（複数）からバイオマス生

産の高い変異体の選抜まで含む〕には、専門家による支援が必要となっている。 
 
  高リグニン含量、高発熱型リグニン含量のイネの作出についてはほぼ目的が達成されている

ものの、高リグニン含量、高生産性のソルガム品種について研究チームは活動を実施中である。

この目標がプロジェクト終了までに達成されるかどうかは現段階では明確でないところもあ

るため、成果 3 の達成度は「中からやや高い」レベルにあると判断された。 
 

成果 4：イネ科植物を用いたリグノセルロース系材料を生産するための環境に優しい技術が

確立される。 
指標 4-1：イネ科植物と天然接着剤を用いた内装用パーティクルボードの作成手法が確立さ

れる。 
 4-2： 木材とイネ科植物を原料とするパーティクルボードの物性が解明される。 
 4-3： ソルガムバガスパーティクル残渣粉末の有効な利用方法が提示される。 
 4-4： ソルガムペレットとバイオ燃料の作成手法が確立される。 

• ソルガムバガスを原料としてクエン酸やスクロースといった天然物質のみで、木質材料を開
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発した事例は世界初とされる。一般に、天然系接着剤を用いた木質材料は、合成系接着剤を

用いた場合と比較して性能が低いことが問題となるが、プロジェクト研究チームによって開

発されたパーティクルボードは、ボード物性、耐蟻性及び耐腐朽性とも既存の合成系接着剤

を用いた場合と同等の性能を示した。 
• パーティクルボードのほかに、研究チームは、バガス残渣粉末を使ったソルガムペレット、

スイートソルガムを原料とするエタノールなど、ソルガムを使ったバイオ製品生産の可能性

を探究しているものの、これらの開発は初期段階にある。プロジェクトでは商業生産に結び

つけることをめざしているが、いずれも更に基礎的な研究が必要とされている。 
• 成果 4 の枠組みのなかで、研究チームは技術・経済分析とライフ・サイクル・アセスメント

（LCA）という二つの分析を行っている。両分析とも本調査実施時点では準備段階にあり、

必要な情報が収集されているところである。 
 

  バイオ材料の開発に関して、特にパーティクルボードを中心に目覚ましい進展がみられるも

のの、研究対象の技術が完全に確立し、商業ベースでの生産に結びつくためには、更に活動を

継続することが必要であることから成果 4 の達成状況は「中程度」のレベルにあると判断され

た。 
 
（3）プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標：アランアラン荒廃草原活用によるバイオマスエネルギー及びバイオマス

材料の持続的生産技術が開発される。 
指標 1：アランアラン荒廃草原（プロジェクトサイト及びモデルサイト）において安定的なバ

イオマス作物生産が達成される。 
 2：バイオマスペレット燃料とリグノセルロース材料がライン生産される。 
 3：サイテーションインデックスに記載される論文数。 
 4：植生回復による二酸化炭素排出削減が見積もられる。 

• 2016 年にプロジェクトが開始されて以来、四つの研究グループは、技術の研究開発という面

で大いに成果を出してきたといえる。一定数の研究論文が国際誌への投稿も含め、すでに発

表され、現在も準備が進んでいる。研究発表のための会議やセミナーが定期的に開催され、

プロジェクト内外の研究者や関係者が数多く参加し、研究結果が共有されてきた。 
• プロジェクト目標の指標 1 と 3 についてはある程度高い達成レベルにあるものの、指標 2 と

4 は低いか、評価困難という段階にある。本プロジェクトは SATREPS であることから、研

究成果を社会実装につなげることが重要な目標として含まれている。この目標を実現するた

めには、プロジェクトチームによる更なる努力を継続することが必要とされている。 
• もう一つの課題は、研究チーム間の調整が現状では十分に行われていないことである。成果

間の連携が十分機能していないことから、それぞれの研究チームが出す成果が、直接プロジ

ェクト目標の実現に結びつかないのではないかという点が懸念される。 
 
  以上のような状況から、中間レビュー調査団として、プロジェクト目標の達成度は、「中程

度」であると結論づけた。現行プロジェク・デザイン・マトリックス（PDM）では、プロジェ
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クト目標と一部の成果の指標が明確に設定されていないか、行われてきた活動を反映する内容

となっていないので、これらを見直すことを提言に含めることとした。 
 
３－２ 5 項目評価の結果 
（1）妥当性：本件プロジェクトの妥当性は引き続き「高い」と判断された 

• プロジェクトを取り巻く政策、社会的な環境条件に大きな変化はなく、「イ」国の関連政策

との整合性、ローカルニーズ、わが国開発政策との整合性はいずれも高い。 
 

（2）有効性：本件プロジェクトの有効性は、「中」レベルと判断された。 
• 日本・「イ」国両メンバーによるプロジェクトを成功させるための熱心な取り組みにより四

つの研究チームはそれぞれ技術開発にかかわる成果を出している。このような努力を継続す

ることで、プロジェクト目標はプロジェクト終了までにある程度のレベルで達成されること

が見込まれる。 
• しかしながら、多くの活動はいまだ実施途上であることから、現段階でそれがどの程度のレ

ベルになるのか結論づけることは難しい。いずれの研究チームも最終結果を得るまでにもう

少し時間を要するものと判断される。 
• PDM で設定された四つの成果とプロジェクト目標の論理関係に問題はないと考えられる。

一方で、各研究チームがめざしている技術の確立にはいずれも相当な時間と労力を要するこ

とから、すべての技術を網羅することをめざしたことは野心的であった面もあるように見受

けられる。 
 

（3）効率性：本プロジェクトの効率性は「中～やや高い」レベルと判断された。 
• プロジェクトは「イ」国側のすでにある人的、物的資源を有効活用することで実施されてお

り、これは効率性を高める要因といえる。しかしながら、「イ」国政府の予算が十分でない

ことから、分析用試薬をはじめ多くの消耗品が JICA 予算によって入手されていることも確

認された。 
• 日本側からの投入は、一部の消耗品を除いて、大半の投入は計画通りに行われた。特に、本

邦研修に参加した若手研究員は、プロジェクト活動に大いに貢献しており、効率性を高める

要因となっているといえる。 
• ラボで必要な試薬やガラス器具、単純な機器など消耗品が、発注から実際に入手できるまで

に多大な時間がかかる事態が常態化していて、プロジェクト開始直後より運営上の大きな課

題となってきた。 
• 京都大学と LIPI は、2016 年に本プロジェクトが始まる前より共同研究の長い歴史があり、

良い関係が構築されていた。このような関係を通して、相互理解と信頼関係が出来上がって

おり、このことがプロジェクトの効率的な実施に大いに貢献しているといえる。 
 

（4）インパクト：インパクトを予測することは時期尚早ながら、プラスのインパクトが期待され

る。 
• 多くの活動が現在実施中であることから、現段階でその実現可能性を予測することは困難で
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ある。また、現 PDM には上位目標のための指標が設定されていないので、終了時評価調査、

事後評価調査に向け、適切な指標を設定する必要がある。 
• また、プロジェクト目標が上位目標に結びつくための外部条件として、「イ」国政府のエネ

ルギー政策が大きく変更されない」ということがあげられているが、これ以外にもいくつか

の外部条件があることが想定される。 
 

（5）持続性：以下の観察・分析から、持続性の見通しは「中」レベルと判断された。 
• 政策・組織･制度面：現行の政策が大きく変更されない限り、プロジェクト成果の持続性は

高いレベルで確保されると判断される。また、プロジェクトは LIPI の全体的な研究計画に

沿って実施されているので、プロジェクト終了後も LIPI は関連した研究を継続することが

見込まれる。 
• 財政面：「イ」国政府は、科学技術振興の重要性を認識しており、この政策が維持される限

り、一定レベルの研究活動予算は確保されると見込まれる。しかしながら、政府予算は常に

世界経済や国の全般的な財政事情に影響されるものであり、予測がつかない面もある。 
• 技術面： C/P 研究員が得た知識や技術は、彼らが LIPI で関連する職務に従事する限り、将

来にわたり役立つことが期待できる。プロジェクトを通して、さまざまな分野の分析技術が、

先進機材とともに LIPI のラボに導入された。多くの分析技術・機材は他の研究活動にも応

用できる汎用性のあるものである。また、プロジェクトは若手の研究員に研究の基礎を獲得

するとともに、国際的な学術研究活動の場を経験する貴重な機会を提供している。彼らが、

今後も「イ」国の科学技術の発展に貢献し続けることが期待される。 
 

３－３ 効果発現に貢献した要因/問題点及び問題点を惹起した要因 
• 京都大学と LIPI は、2016 年に本プロジェクトが始まる前より共同研究の長い歴史があり、

相互理解と信頼関係がすでに構築されていた。「イ」国側でプロジェクト活動を実施してい

る研究員には、京都大学をはじめ日本の大学で学位を取得した者が多数含まれており、日本

の文化や研究事業の進め方についてよく理解されていたことが事業の効果発現に貢献する

要因として働いている。 
• 一方で、ラボで必要な試薬やガラス器具、単純な機器など消耗品が発注から実際に入手でき

るまでに多大な時間がかかる事態が常態化していることは、逆に効果発現にとってのマイナ

ス要因となっている。 
• 「イ」国政府は、本プロジェクトが開始した 1 年目に財政難に直面したために、C/P 研究員

の出張などに影響が出たことが報告されており、これがマイナスの要因として影響した。 
 

３－４ 提 言 
本中間レビュー調査の結果に基づき、下記の提言を行った。 
 

A. プロジェクトチームに対する提言 
① 上位目標及びプロジェクト目標の明確化と関係者全員の共有化を図る。 
② 上位目標の実現に向けて、関連分野の責任機関との連携・調整を強化する。 
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③ 日本・「イ」国の研究者同士及び研究チーム間のコミュニケーションの機会を増やし、全体

でプロジェクト目標を共有しながら研究活動を進める。 
④ バイオエネルギー製造研究を促進する。 
⑤ 異なる気象条件や土壌環境下でのソルガム栽培試験をスケールアップする。 
⑥ LCA 等の経済評価分野で実績や経験の深い日本の研究者をメンバーに加えて、持続性研究

を強化する。 
⑦ 研究者及び研究機関加入の手続きを明確化する。 

 
B. 「イ」国側研究者（C/P）に対する提言 

① プロジェクトとして全体の成果をまとめる際は、どの研究結果が成果 1 と成果 2 に結びつ

くのか、明確に分けて示す。 
② LIPI イノベーションセンターが主体となってより積極的に民間連携を進める。 
③ C/P 予算を十分確保できるよう、LIPI 長官がより積極的な役割を果たす。 
④ 研究の活性化を図り、JICA により供与された機材の使用頻度を更に高める。 

 
C. 日本側研究チームに対する提言 

① 必要な試薬等の購入手続きを計画的に進めることを念頭に研究計画を立案するよう、C/P
研究者を指導する。 

② 日系企業のニーズ調査や情報収集、及び広報活動については、JICA インドネシア事務所や

独立行政法人日本貿易振興機構（JETRO）とも相談しながらより効果的に実施する。 
 

D. 「イ」国政府に対する提言 
① 試薬の輸入、及び免税手続き迅速化に向けた処置をとる。 
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Summary Table of Mid-Term Review 

1. Outline of Project 
Country: Indonesia The Project for Producing Biomass Energy and Material 

through Revegetation of Alang-alang Fields 
Sector: Environment/Agriculture Scheme: SATREPS 
Division in Charge: Rural Development 
Department 

Total Cost: Approximately 3.63million (Yen) 

Period of Cooperation 
From July 2016 to July 2021 

Implementing Organization: Indonesian Institute of Sciences 
(LIPI), ICABIOGRAD (Center for Biotechnology and Genetic 
Resources and Development, Ministry of Agriculture) and 
FORDA (Forest Research and Development, Ministry of 
Environment and Forestry) 

Supporting Organization in Japan: Kyoto University 
1.1 Background of the Project 

Indonesia is an island nation which area is approximately 1,890 thousand km2 with population of 250 
million (2013). Its economy had grown steadily with an annual rate of 5-6% in the past 10 years, which 
contributed to the remarkable increase in GDP from USD285.9 billion in 2005 to USD888.5 in 2014. It is 
the largest economy among the ASEAN nations. On the other hand, the country has been facing a number of 
issues including rapidly growing population, security of food and energy, ever growing economic gap 
between urban and rural areas, reduction of Green House Gas (GHG) emission and so on. 

The government has been making efforts to enhance utilization of alternative and renewable energy 
sources in order to lower the dependence on oil. The New Paradigm of National Energy Policy towards 
Energy Security and Independence (Directorate General of Electricity, March 21, 2014) states new and 
renewable energy sources will contribute 23% to Indonesia's energy mix by 2025. Development of 
alternative and renewable energy sources has been an urgent national issue as the emission of GHG has 
rapidly increased in recent years due to increase in fossil fuel consumption and destruction of forest 
resources. 

The tropical rain forest resources started to be exploited massively and intensively after the second 
world war. Large parts of deforested areas are dominated by perennial grass represented by Imperata 
cylindrica known as alang-alang in Indonesia. This invasive grass weed grows extremely well on poor soil 
and is resistant to drought and fire. Therefore, it has spread widely not only in Indonesia but also in tropical 
and subtropical regions all across the world. In Asia, the area of deteriorated grasslands mainly composed of 
I. cylindrica is reported more than 10 million ha in Indonesia. The deteriorated grassland management is a 
big and global issue of environmental conservation and biomass production. The conversion of marginal 
land (including alang-alang grasslands) to more productive landscape (e.g. farmland, artificial forest, etc.) is 
in association with the prioritized issues to be addressed in Indonesia from the standpoint of agricultural 
development and environmental conservation, as stated in the Mid-term Development Plan of Indonesia 
(RPJMN 2015-2019). 

With this background, the Project for Producing Biomass Energy and Material through Revegetation of 
Alang-alang Fields (hereinafter referred to as “the Project”) was formulated and has been implemented as a 
SATREPS project since July 2016 in collaboration between Kyoto University and Indonesian Institute of 
Sciences (LIPI). 
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1.2 Summary of the Project 
(1) Overall Goal 

A model of the establishment of sustainable society by innovative bio-energy & material technology is 
developed in Indonesia. 
 

(2) Project Purpose 
Technologies for producing sustainable biomass energy and material utilizing alang-alang fields are 
developed. 
 

(3) Expected Outputs 
1) Methods of fertilizer application for plants producing high-energy biomass are established. 
2) Protocols to convert degraded land to revegetated land are established. 
3) Grass biomass plants with higher-heating value are developed by breeding. 
4) Environmentally friendly technologies to produce lignocellulose-based materials using grass plants 

are established. 
 

(4) Inputs 
From Japanese side: 

1) Dispatch of Experts: A total of 10 short-term experts (researchers) in 6 technical fields and one 
long-term expert (Project Coordinator) have been assigned to the Project 

2) Overseas Training: Six (6) researchers were sent to Japan for training on the respective analysis 
techniques. 

3) Provision of Equipment: A total of 53 items of equipment that valued at IDR 10,555.5 million 
(equivalent to JPY 78.0 million) have been provided to the Research Centers of LIPI to support the 
Project activities. 

4) Operational Cost: A total amount of IDR 2,999.9 million (equivalent to JPY 22.3 million) has been 
spent to support local activities during the period from July 2016 to November 2018. 

 
From Indonesian side: 

1) Counterpart (C/P) Personnel: A total of 66 researchers of three implementing organizations have 
been assigned to the Project since the beginning in July 2016 on part-time basis. 

2) C/P funds: A total amount of IDR 3,182 million has been provided during the period from 2014 to 
2017. 

3) Facilities and Equipment: Existing facilities and equipment of LIPI laboratories, experimental plots 
in Cibinong and Katingan Botanical Garden in Central Kalimantan Province, an office for JICA 
Project Coordinator and local staff in Bogor. 

2. Review Team 
Japan Leader Dr. Shuichi Asanuma Senior Advisor, Rural Development Department, 

JICA 

 
Research 
Planning 

Dr. Atsushi Tsutsumi Research Supervisor, Department of 
International Affairs, JST 

 
ditto Dr. Keisuke Kosaka Senior Associate Research Supervisor, 

Department of International Affairs, JST 
 ditto Ms. Natsumi Saito Department of International Affairs, JST 

 Evaluation 
Analysis  

Mr. Atsushi Suzuki Senior Consultant, A&M Consultant Co., Ltd. 

 Cooperation 
Planning 

Ms. Chisa Togo Assistant Director, Team 1, Group 1, Rural 
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Development Department, JICA 

Indonesia Leader Prof. Dr. Sulaeman Yusuf 
M. Agr. 

Director, Research Center for Biomaterials, LIPI 

 Evaluation Prof. Dr. Ir. Ibnu Maryanto 
M.Si. 

Researcher in Zoology Division, Research 
Center of Biology, LIPI 

Period of Study From November 7 to 25, 2018 Type of Evaluation: Mid-Term Review 

3. Results of Evaluation 
3.1 Achievements 

Achievement level of Outputs and Project Purpose was assessed with 5 grades; namely, 1) high, 2) 
moderately high, 3) moderate 4) moderately low and 5) low. 
 

Output 1: Methods of fertilizer application for plants producing high-energy biomass are established. 
Indictor 1-1: Methods of fertilizer application for plants producing high-energy biomass are established. 
Indictor 1-2: Biomass yield of sorghum in Project Site and Model Site is increased 20% higher than 
before soil improvement. 
 For analysis of soil bacterial community structures in farmland, two methods (protocols) have been 

established and transferred to Indonesian C/P researchers; (i) DNA fingerprinting as the accurate and 
high-resolution method, and (ii) DNA metabarcoding as the quick and affordable method. 

 The cultivation tests of sorghum and intercropping plants have been conducted 3 times from 2016 to 
2018 at Cibinong and Katingan Sites, through which, data of sorghum dry biomass and seed weight 
per plant under different treatments of compost, inoculated microbes and nitrogen fertilizers were 
collected. Analysis of 2016 and 2017 data has been completed which results suggested that applying 
a moderate amount of fertilizers had increased the biomass yield significantly. The increase in 
biomass yield by 20% with tested cultivation methods is projected to be possible. 

Conclusion: While most activities have been undertaken as planned, there are still more experiments to be 
conducted to confirm the results, the overall achievement of Output 1 is, therefore, regarded as being at 
moderate to moderately high level. 
Output 2: Protocols to convert degraded land to revegetated land are established. 

Indictor 2-1: A fertilization protocol with consideration for biodiversity conservation is established. 
Indictor 2-2: Biomass yield of sorghum in Model Site is increased 20% higher than before soil 
improvement. 
Indictor 2-3: Established fertilizer protocol is reflected in the technical guideline for conversion of 
degraded land to revegetated land. 
 DNA metabarcoding analysis of soil bacterial community structure has been conducted in the 

Cibinong Project Site. The results suggest that a moderate amount of fertilizers can increase sorghum 
yields without causing the loss of soil bacterial biodiversity. 

 Surveys of plant species diversity were conducted in both sites by which levels of diversity were 
analyzed using the Shannon-Wiener Index and the Importance Value Index. 

 The sorghum was grown with different rate of nitrogen application, and dry matter together with 
nitrogen content of the harvested sorghum were measured. It was suggested that the application rate 
could be reduced up to 75% of the recommendation (by Ministry of Agriculture) without 
significantly affecting the yield. 

 A technical guideline for conversion of degraded land will be compiled based on the results of 
cultivation tests. 

Conclusion: While the results of DNA metabarcoding analysis and sorghum cultivation tests have supported 
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the possibility of revegetating the degraded land as agricultural ecosystem by converting it to sorghum 
production field, as is the case for Output 1, there are still more experiments to be conducted to confirm the 
results, the overall achievement of Output 2 is regarded as being at moderate to moderately high level. 
Output 3: Grass biomass plants with higher-heating value are developed by breeding. 

Indictor 3-1: Lignin content in rice straw is increased (10% compared with existing varieties) by use of 
metabolic engineering. 
Indictor 3-2: Lignin with higher carbon content is increased (10% compared with existing varieties) in 
rice straw by metabolic engineering. 
Indictor 3-3: Selection and breeding of highly adaptable sorghum with higher content of calorific lignin 
(10% compared with existing varieties). 
 With molecular-breeding approaches to activate lignin biosynthesis, rice transgenic plants were 

generated in both sites of Japan and Indonesia. By lignocellulose characterization analysis, lignin 
content was confirmed to be 53% higher in transgenic rice straws than in wild-type straws 
(Nipponbare line). 

 With mutation breeding though irradiation to Indonesian sorghum accessions rich in lignin, the team 
has been trying to improve their biomass productivity, which is expected to be achieved by a series 
of cultivation in a greenhouse and a field during the project period. 

 Establishing lignin analysis systems in Indonesia has taken time due to availability of equipment and 
reagents. 

Conclusion: While a good progress has been made to obtain rice straws with high lignin content and higher 
carbon content lignin, the research team continues to carry out activities to obtain sorghum accession with 
higher-heating value and high biomass productivity (i.e. mutation breeding through irradiation is still in 
process). Since it is not clear at the time of Mid-Term Review (MTR) if the target will be fully achieved by 
the end of the Project, the overall achievement for Output 3 is regarded as being at moderate to moderately 
high. 
Output 4: Environmentally friendly technologies to produce lignocellulose-based materials using grass 
plants are established. 

Indictor 4-1: A manufacturing method of particleboard for interior use using grass plants and natural 
adhesives is established. 
Indictor 4-2: Physical properties of particleboards composed of wood and grass plants particles are 
clarified. 
Indictor 4-3: Effective utilization of small particle residue of sorghum bagasse is proposed. 
Indictor 4-4: Production methods of sorghum pellets and bio fuels are established. 
 Development of wood material for interior only using sorghum bagasse and natural substances such 

as citric acid and sucrose is reported the world first work. Wood material using natural substances is 
generally inferior to the material using artificial adhesives, but the particleboards developed by the 
Project research team showed the same performance in terms of physical property, termite resistance 
and corrosion resistance, which could be a remarkable achievement. 

 Apart from the particleboards, while the research team has been seeking for possibility to produce 
sorghum-based bioproducts such as bio-pellets, bagasse residue powder, bio-fuel, their development 
is at an initial stage. It appears that more basic study needs to be carried out before going to 
commercial manufacture. 

 Under the framework of Output 4, the research team has been working on two analyses, namely, 
techno-economic analysis and Life Cycle Assessment (LCA) analysis. Both are in fact still at 
preparatory stage and necessary data and information is being collected at the time of MTR. 

Conclusion: While the remarkable progress has been made in terms of development of bio-materials, 
particularly about particleboard, there are still more activities need to be carried out until the target 
technologies are fully established and become ready for commercial use; therefore, the overall achievement 
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of Output 4 is regarded as being at the moderate level. 

Project Purpose: Technologies for producing sustainable biomass energy and material utilizing alang-alang 
fields are developed. 

Indictor 1: Biomass crops are produced steadily in former deteriorated alang-alang fields (Project Site 
and Model Site). 
Indictor 2: Manufacture of biomass pellet fuels and lignocellulose-based materials is performed in a 
production line. 
Indictor 3: The number of international publications with citation index. 
Indictor 4: Reduction of CO2 emission through revegetation is estimated. 
 Since the commencement of the Project in 2016, all the four research teams have been making great 

progress in terms of research and technology development. A good number of research papers have 
been produced and some of them have been published on the international journals. Such functions 
as conferences and seminars have been regularly organized in which the results and findings of the 
respective research works were shared with a good number of researchers and stakeholders both 
from inside and outside the Project. 

 As discussed above, while the 1st and 3rd Indicators can be considered at higher achievement level, 
the 2nd and 4th Indicators are considered either difficult to assess or at lower level. Being a 
SATREPS project, social implementation of results and findings generated from research work is 
one of important objectives of the Project. While the Project team has been making efforts to realize 
it, more efforts are required to bring about a good result. 

 Another challenge is about coordination among the four Outputs which appears not very strong at 
the moment. Although each research team has been producing remarkable results, they do not 
contribute directly to the Project Purpose as the linkage between the respective Outputs is rather 
weak. 

Conclusion: Based on these observations, the MTR team concludes that overall achievement of Project 
Purpose is at moderate level. And since some Indicators for Project Purpose are observed not well defined or 
reflected with actual activities, the MTR team has made recommendations to modify them. 
 
3.2 Summary of Evaluation Results by Five Criteria 
(1) Relevance: High 
 The policy and social environment for the Project including assistance policy of Japanese 

Government has not been drastically changed from 2014, relevance has continued to be high. 
 

(2) Effectiveness: Moderate 
 All the four research teams have been making a good progress and producing good results with 

dedicated efforts made by both Indonesian and Japanese members to make the Project successful. 
With these efforts, it can be expected that the Project Purpose may be achieved at a certain level. 

 But it is too early for the MTR to assess the extent to which it will be realized by the end of the 
Project since most activities are still in process. It appears that all the teams require some more time 
to confirm the results. 

 Since all the four Outputs are important and required to achieve the Project Purpose, the logic 
between Outputs and Project Purpose in the PDM has been good. On the other hand, it appears too 
ambitious for a single project to cover all the aspects of technologies since each technology require 
considerable time and resources to fully establish. 
 

(3) Efficiency: Moderate to moderately high. 
 The Project has been implemented by making the best use of already available resources, which has 

contributed to enhancing the efficiency. The MTR team, however, learnt that most consumables 
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required for analysis have been provided by JICA as the government budget for them is not enough. 
 Most inputs from JICA except for consumables have been provided as planned. Training of junior 

researchers in Japan has substantially enhanced the efficiency. 
 The Project team has been facing a big problem regarding procurement of consumables such as 

regents, grass wares, simple instruments. While it is beyond the control of the Project, it has 
negatively affected the implementation of the Project. 

 Kyoto University and LIPI have had a long-term relationship and academic exchange regarding 
various researches before the Project commenced in 2016 through which mutual understanding and 
trust had been fostered. This must have contributed to the efficient implementation of the Project. 
 

(4) Impact: Positive impact to be anticipated 
 It is too early to examine it at this stage since most activities are still in process. And no Indictors are 

set in the current version of PDM; hence, setting them is required to assess the impact. 
 In the current PDM, one assumption (“energy policies of the Indonesian government do not change 

significantly.”) is stated, but there may be more assumptions. 
 

(5) Sustainability: Moderate 
 Policy and institutional aspect: As far as the current policies are not changed drastically by the 

government, the sustainability of the Project outcome will be secured. Since the Project has been 
implemented in line with LIPI’s overall research plan, LIPI will continue the related research even 
after the Project has phased out. 

 Financial aspect: The Indonesian government has recognized the importance of promotion of science 
and technology in its development plans. As far as the government maintains the current policy, the 
budget for research will be secured. However, since the government budget is always affected by the 
general financial situation, moderate level of financial sustainability is projected. 

 Technical aspect: Knowledge and skills gained by the C/P researchers will continue to assist them in 
carrying out their work as far as they are engaged in related research. A good number of new analysis 
technologies together with advanced equipment have been introduced to the LIPI laboratories under 
the Project. Most techniques can be utilized not only for the Project related work but also other 
research. The Project has been providing valuable opportunities for junior scientists to learn basics of 
research and exposed to international academic societies. It is expected that they continue to 
contribute to development of science and technology of Indonesia on long-term basis with global 
point of view. 

 
3.3 Contributing and prohibiting factors to the project implementation 
 Kyoto University and LIPI have had a long-term relationship and academic exchange regarding 

various researches through which mutual understanding and trust had been fostered. A good number 
of researchers who had studied an obtained degree in Japan have participated in the Project as 
members. This must have contributed to the implementation of the Project. 

 On the other hand, the Project members have been facing a big problem regarding procurement of 
consumables which has negatively affected the implementation of the Project. 

 
3.4 Recommendations 

Based on the results of MTR study, the following recommendations have been made: 
 
A. Recommendations for the Project team 

(1) Clarify and understand Overall Goal and Project Purpose among all members of the Project. 
(2) Strengthen cooperation with the responsible organizations for relevant policies towards the 
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realization of the Overall Goal. 
(3) Strengthen closer cooperation between and among Japanese and Indonesian researchers through 

frequent communications. 
(4) Promote research on manufacture of bioenergy. 
(5) Scale up of field experiments of sorghum to other locations with different climatic and soil 

environmental conditions. 
(6) Strengthen sustainability study by seeking for a Japanese researcher who has research experiences 

and knowledge. 
(7) Make clear official process on participation and/or removal of new counterpart researchers and/or 

research organizations. 
 

B. Recommendations for the Indonesian Counterpart researchers 
(1) The results of each Output need to be separately explained which one is from which Output when 

combined and integrated the whole results of the Project to make the responsibility of each research 
team clear. 

(2) The Center for Innovation pf LIPI should take a lead in a positive manner for the promotion of 
social application to private sector in particular. 

(3) Chairman of LIPI should commit more on counterpart budget allocation to support all project 
activities. 

(4) Equipment and machineries donated by JICA are to be fully utilized through vitalization of the 
research activities. 

 
C. Recommendations for the Japanese research team 

(1) Guides the Indonesian C/P team to take the procurement procedure into consideration much in 
advance in making experiment plans in a way to avoid interference caused by shortage of regents. 

(2) Take close communication with JICA Indonesia office and JETRO Jakarta office regarding needs 
survey, information collection, and public relation (PR) and etc. 
 

D. Recommendations for the Indonesian Government 
(1) The relevant authorities of the Indonesian Government take necessary measures to rectify the 

problem of obtaining consumables (e.g. procedure for importation, tax exemption, etc.). 
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第１章 調査の概要 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 
「熱帯荒廃草原の植生回復を通じたバイオマスエネルギーとマテリアル生産プロジェクト」（以下、

「本プロジェクト」と記す）は、インドネシア共和国（以下、「イ」国と記す）において、アランア

ランと呼ばれる荒廃草原をバイオマス生産地へ転換する技術の開発を支援する「地球規模課題対応国

際科学技術協力プログラム（Science and Technology Research Partnership for Sustainable Development：
SATREPS）」案件として、2016 年 7 月より実施されている。本プロジェクトは、実施期間の中盤を経

過したことから、2018 年 11 月上旬より約 2 週間にわたり、「イ」国評価団員との合同中間レビュー

調査が実施された。 
本レビュー調査の目的は、下記のとおりであった。 

① 現行プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）に沿って、プロジ

ェクトの投入実績、進捗状況、目標及び成果達成状況を確認する。 
② プロジェクト実施プロセスに関して、「イ」国側実施機関のオーナーシップや日本・「イ」国関係

者間のコミュニケーション状況、事業の運営・モニタリング体制を確認する。 
③ 評価 5 項目（妥当性・有効性・効率性・インパクト・持続性）の観点からプロジェクト中間時点

における評価を行い、プロジェクト後半の方向性と提言を取りまとめる。評価結果をもとに、必要

であれば PDM の修正等も検討する。 
④ 上記①～③の評価結果について、中間レビュー報告書として取りまとめたうえで、合同調整委員

会（Joint Coordinating Committee：JCC）において内容を確認・合意する。 
 
１－２ レビュー調査（評価）団の構成 
（1）「イ」国側 

氏 名 担当分野 所属・役職 

Dr. Sulaeman Yusuf M. Agr.  総 括 LIPI 生物材料研究センター 所長 

Dr. Ir. Ibnu Maryanto M.Si. 団 員 LIPI 生物学研究センター 研究員（生物科学モニタリン
グ・評価） 

 
（2）日本側 

氏 名 担当分野 所属・役職 

浅沼 修一 団長/総括 JICA 農村開発部 国際協力専門員 

堤  敦司 国内支援（JST） JST 国際部 研究主幹 

上阪 圭介 国内支援（JST） JST 国際部 主任調査員 

齋藤 奈津美 国内支援（JST） JST 国際部 職員 

鈴木 篤志 評価分析 A&M コンサルタント有限会社 シニアコンサルタント 

東郷 知沙 協力企画 JICA 農村開発部 第一グループ第一チーム 調査役 
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１－３ 調査期間・日程 
「イ」国での現地調査は、2018 年 11 月 8 日から 11 月 24 日まで 17 日間にわたり実施された。詳

細スケジュールは、付属資料１．協議議事録・合同評価報告書の ANNEX I に示されるとおり。 
 
１－４ 主要面談者 
（1）プロジェクト実施チーム 

1）インドネシア科学院（LIPI）ボゴール植物園植物多様性保全センター 
Dr. Didik Widyatmoko センター長 
Dr. Reni Lestari 成果 2 研究チームリーダー 
Mr. Ariefnoor Rachmadiyanto 研究員（日本研修参加者） 
Mr. Helmant Hendra 〃 

2）LIPI 生物学研究センター 
Prof. Dr. I Made Sudiana 微生物学・動物学・植物学研究グループ長（プロジェクトマネー

ジャー・成果 1 研究チームリーダー） 
Mr. I Nyoman Sumerta 研究員（日本研修参加者） 
Mr. Ruby Setiawan 〃 
Mr. Toga P. Napitupulu 〃 

3）LIPI バイオテクノロジーセンター 
Dr. Satya Nugroho 分子生物学（成果 3 研究チームリーダー） 
Dr. Esti Windiastri 研究員（日本研修参加者） 
Dr. Wahyuni 〃 
Dr. Dwi Widyajayanti 〃 

4）LIPI 生物材料研究センター 
Prof. Dr. Subyakto 教授（成果 4 研究チームリーダー） 
Dr. Sukuma Surya Kusumah 研究員（日本研修参加者） 

5）LIPI イノベーションセンター 
Dr. Sasa Sofyan Nunawar 技術移転・インキュベータ部長 
Mr. Firman Tri Ajie 研究員 
Ms. Yovita Isnasari 〃 

6）京都大学 
梅澤 俊明 生存圏研究所生存圏診断統御研究系森林代謝機能化学研究室 教授 
梅村 研二 生存圏研究所生存圏開発創世研究系循環材料創成分野 准教授 
小林 優 大学院農学研究科 准教授 
宮本 託志 生存圏研究所生存圏診断統御研究系森林代謝機能化学研究室 研究員 

7）プロジェクト事務所 
三谷 知 業務調整員 
Dr. Safendrri Komara 技術アドバイザー 
Ms. Emiria Chrisanti 秘書 
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（2）関係機関 
1）中部カリマンタン州農業技術評価試験場 
（Assessment Institute for Agricultural Technology：DPTP） 

Dr. Andi Bermana, S.P. 計画・評価・モニタリングチームリーダー 
Dr. Dedy Irwadi 研究協力部 部長 
Mr. Sandis Wahiyu 情報部 職員  

2）中部カリマンタン州カティンガン植物園 
Mr. Irwan, ST 植物・環境能力開発部 部長 
Mr. Irwanto, S. Si 生物環境課 課長 
Mr. Irwan, S. Hut 登録・収集課 職員 
Mr. Yudha LIPI 有期限職員 
 

（3）国際協力機構インドネシア事務所 
備後 洋 企画調査員 

 
１－５ 評価（レビュー）の手法 
１－５－１ 評価の視点と手順 
本評価調査は、「新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版」（2010 年 6 月）に沿って、PDM 最新版

に基づき以下の手順で実施した。 
 
（1）本邦での事前調査（日本側団員） 

① プロジェクトチームで作成した事前検討資料やこれまでのプロジェクト報告書等をレビュ

ーし、プロジェクトの実績・実施プロセスの状況を整理・分析する。 
② 現行 PDM に基づき、プロジェクトの実績、実施プロセス、及び評価 5 項目に沿った調査

項目とデータ収集方法、調査方法等を検討し、評価グリッドを作成する。 
③ 上記②の評価グリッドに基づき、カウンターパート（Counterpart：C/P）機関を主とする相

手国実施機関、専門家、C/P 等に対する質問を検討し、質問票を作成、送付する。 
 

（2）「イ」国での現地調査（共同作業） 
① 今回調査の内容、計画について「イ」国側評価委員と協議を行い、合意する。 
② 評価グリッドに基づき、プロジェクト関係者に対するヒアリング、サイト視察を行い、プ

ロジェクト実績・活動プロセス等に関する情報・データの収集・整理を行う。 
③ 上記①で収集したデータを分析し、プロジェクト実績、実施プロセスの分析と貢献・阻害

要因を抽出する。 
④ 事前調査及び上記①～③で得られた結果を総合的に判断し、評価 5 項目の観点から評価を

行い、提言とともに合同評価報告書（英文）に取りまとめる。 
⑤ 上記④の報告書を日本側・「イ」国側合同評価団で合意したあと、JCC にて「イ」国・日本

双方のプロジェクト関係者へ説明とともに協議を行い、その結果を協議議事録（ミニッツ）

（Minutes of Meeting：M/M）として合意、署名する。 
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なお、本プロジェクトの PDM は、討議議事録（Record of Discussions：R/D）署名時（2015 年 9
月 25 日）に作成されたオリジナル版（Ver. 0）に対して、活動開始後、改定版（Ver. 1.2）がプロジ

ェクト関係者らによって作成され、2017 年 4 月 20 日に開催された第 1 回 JCC にて承認された。本

レビュー調査は、この改定版に基づき実施した。評価に用いた PDM（日本語版）は、付属資料２

として添付した。 
 

１－５－２ 調査項目 
主な評価調査の項目は、以下のとおりであった。 

 
（1）プロジェクト実績の確認 
  プロジェクトの投入実績、活動実績、成果（アウトプット）の現状、プロジェクト目標の達

成見込み、上位目標の達成見込みを確認、検証した。 
 
（2）プロジェクト実施プロセスの確認・検証 
  プロジェクト実施プロセスを検証するために、プロジェクト活動を円滑にするために工夫さ

れたこと、モニタリングのための仕組み、プロジェクト関係者（日本人専門家・研究員、「イ」

国 C/P 研究員、その他）間の連携状況などを確認した。 
 
（3）評価 5 項目の視点からの分析 
  プロジェクトの実績と実施プロセスの確認・検証を通して収集した情報を基に、評価 5 項目

の視点からプロジェクトを評価した。評価 5 項目の視点の概要は、以下に示したとおりである。 
 

項 目 定 義 

妥当性 プロジェクトがめざしている効果（プロジェクト目標や上位目標）が、評価を実施

する時点において妥当か（受益者のニーズに合致しているか、問題や課題の解決策

として適切か、相手国と日本側の政策との整合性はあるか、プロジェクトの戦略・

アプローチは妥当か等）を問う視点。 
有効性 プロジェクトの実施により、本当に受益者若しくは社会への便益がもたらされてい

るのか（あるいは、もたらされるのか）を問う視点。 
効率性 プロジェクトのコストと効果の関係に着目し、資源が有効に活用されているか（あ

るいは、されるか）を問う視点。 
インパクト プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的・間接的効果や波及効果をみる

視点。予期していなかった正・負の効果・影響を含む。 
持続性 援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（あるいは、持

続の見込みがあるか）を問う視点。 
 

１－５－３ データ収集方法 
上記の調査を実施するに先立ち、評価項目に沿った評価設問を設定した。それぞれの評価設問に

対して、必要な情報・データ、その情報源や収集方法について検討し、この結果を付属資料３（英

語版は付属資料１．協議議事録・合同評価報告書の ANNEX I）に示した評価グリッドを作成した。

本調査のための情報・データの収集は、作成した評価グリッドに沿って実施した。具体的な情報・
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データの収集方法は以下のとおり。 
 
（1）既存資料のレビューと分析 
  プロジェクトに関する以下の資料をレビューし、分析に活用した。 

• 中間レビュー事前資料（日・英）（2018 年 10 月） 
• 月例報告書 01～18 
• Project Monitoring Sheet No.1～4 
• 「熱帯荒廃草原の植生回復によるバイオマスエネルギー生産と環境回復プロジェクト詳細

計画策定調査報告書」（日）（2015 年 10 月） 
• 「対インドネシア共和国 国別開発協力方針」（平成 29 年 9 月） 
• 「対インドネシア共和国 事業展開計画」（2017 年 9 月) 
• National Energy Policy, The Republic of Indonesia（2014） 
• その他、プロジェクトにかかわる資料 

 
（2）プロジェクト関係者への質問票（アンケート）調査 
  現地調査に先立ち、評価分析を担当する団員が、プロジェクトの実績、実施プロセス、評価

5 項目に関する質問票を作成し、「イ」国側プロジェクト関係者（主な C/P 研究員 10 名）に配

布し、回答を得た。回答内容は現地調査の参考として活用するとともに、可能な限り評価報告

書に反映させた。 
 
（3）プロジェクト関係者に対するインタビューの実施 
  現地調査中は、可能な限り関係者（日本・「イ」国研究員、業務調整員）並びに関連政府機関、

民間業者に面会し、質問票から得られない情報の補完的な収集に努めた。 
 
（4）プロジェクト合同評価報告書の作成と署名 
  調査結果に基づき「合同評価報告書（Joint Mid-Term Review Report）」（付属資料１）を英文

で作成し、日本・「イ」国双方の調査団長により署名が行われた。 
 
１－５－４ 調査の制約・限界 
本評価調査では可能な限り客観的かつ包括的な情報・データの入手に努めたが、限られた時間内

での調査と分析のため、以下に示すような制約があった。 
 
（1）調査期間中に、プロジェクト関係者や関係機関からできるだけ多くの情報を得るよう努めた

ものの、直接インタビューを行うことができた人数には限りがあった。 
 
（2）投入や活動の適性度といった価値判断については、できる限り定量的、客観的な分析ができ

るよう努力をしたが、必要なデータが入手できないケースも多々あった。そのような場合には、

関連資料やアンケート、面談者の証言を評価団員が可能な限り客観的な視点から検証し、定性

的な情報として調査結果に含めた。 
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第２章 プロジェクトの概要 

２－１ プロジェクトの背景 
「イ」国は、面積約 189 万 km2（日本の国土の約 5 倍）、人口約 2 億 5,000 万人（2013 年）を有す

る島嶼国家である。「イ」国の実質経済成長率は過去10年間、5〜6％で堅調に推移しており、GDP は

2005 年の 2,859 億ドルから 2014 年の 8,885 億ドルに拡大し、ASEAN 各国のなかで最大の経済規模を

誇る。順調な経済発展の一方で、今後も増え続けると予測される人口に対応するエネルギーと食糧の

安定的供給、経済発展に取り残された地方と都市部の格差解消、世界でも最大規模といわれる温室効

果ガス（Green House Gas：GHG）排出 の削減等が国家の課題となっている。 
2009 年 9 月の G20 サミットや 2009 年 12 月の気候変動枠組条約締約国会議（Conference of the 

Parties：COP）15 において、「イ」国政府は「2020 年までに CO2 対策を講じなかった場合と比べて、

2005 年比で GHG 排出量を 26％削減する。国際支援を得られれば、削減量を 41％まで引き上げ得る」

ことを表明し、石油への依存を軽減するために、代替エネルギー及び再生可能エネルギー利用の促進

を政策目標として掲げ、2025 年までに新・再生エネルギーがエネルギーミックスに占める割合を 23％
にまで増やすとしている（国家エネルギー審議会 2014 年 3 月）。このように経済成長と人口増加を背

景に増大する電力需要の伸びに対応する必要がある一方で、GHG の排出量が、化石燃料消費の増大

や森林伐採等を背景に増加しており、代替・再生可能エネルギーの開発が必要となっている。 
他方、「イ」国では無秩序な伐採、焼き畑農業、森林火災、大規模プランテーションなどによって

失われた森林跡地の大部分で、イネ科雑草の一種であるアランアラン（Imperata cylindrica）と呼ばれ

る多年生植物が繁殖し、国内で 10 万 km2（日本の国土面積の 3 分の 1 弱）に及ぶ広大な荒廃草原を

形成している。「国家中期開発計画（Rencana Pembangunan Jangka Menengah Nasional：RPJMN）

2015-2019」では、こうした生産不適地（marginal land）の生産地への転換を可能とする技術の開発を、

技術開発部門の重要課題と位置づけている。このような背景のなか、本プロジェクトが 2016 年より

京都大学と LIPI の協力により実施されている。 
 

２－２ 協力内容 
（1）協力期間 
  2016 年 7 月～2021 年 7 月（5 年間） 
 
（2）相手国側研究実施機関 

1）インドネシア科学院（LIPI） 
ボゴール植物園植物多様性保全センター 
生物学研究センター 
バイオテクノロジー研究センター 
生物材料研究センター 
イノベーションセンター 

2）環境林業省森林研究開発庁（Forestry Research and Development Agency：FORDA） 
3）農業省インドネシア農業バイオテクノロジー遺伝資源研究開発センター（Indonesian Center for 

Agricultural Biotechnology and Genetic Resources Research and Development：ICABIOGRAD） 
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（3）国内協力機関 
  京都大学生存圏研究所（日本側研究代表機関） 
  京都大学大学院農学研究科 
  かずさ DNA 研究所（2017 年 3 月まで） 
 
（4）プロジェクト対象地域 

1）プロジェクトサイト：ボゴール県ボゴール（植物多様性保全センター傘下のトレウブ研究所）、

チビノン（生物学研究センター、バイオテクノロジー研究センター、生物材料研究センター、

イノベーションセンター、エコパーク） 
2）モデルサイト：中部カリマンタン州カティンガン植物園 

 
（5）上位目標 
  「イ」国において、革新的バイオエネルギー及びバイオ材料技術によって持続可能な社会の構

築モデルが開発される。 
 
（6）プロジェクト目標 
  アランアラン荒廃草原活用によるバイオマスエネルギー及びバイオマス材料の持続的生産技術

が開発される。 
 
（7）成果 

1．高エネルギーバイオマス植物生産のための施肥法が確立される。 
2．荒廃草原を植生回復させる転換工程が確立される。 
3．育種による高発熱値を含むイネ科バイオマス植物が開発される。 
4． イネ科植物を原料としたリグノセルロース材料を生産するための低環境負荷型技術が確立さ

れる。 
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第３章 プロジェクトの実績と実施プロセス 

３－１ 投入実績 
３－１－１ 「イ」国側からの投入 
下記のとおり、C/P 研究員の配置、活動費の拠出、施設・機材の提供が、「イ」国側からの主な

投入であった。詳細は付属資料１．協議議事録・合同評価報告書の ANNEX IV に示した。 
 
（1）C/P 研究員の配置 
  実施機関（LIPI、ICABIOGRAD、FORDA）から合計 66 名の研究員が、2016 年 7 月のプロジ

ェクト開始より C/P として指名され、日本人研究者とともに成果ごとに四つの研究チームを組

織し、研究活動に従事している。 
 
（2）C/P 予算の承認と拠出 
  本プロジェクトに対する C/P 経費として、合計 31 億 8,200 万ルピアが「イ」国政府により拠

出、利用されてきた。この中には、LIPI 植物多様性保全センタートレウブ研究所（ボゴール植

物園内）の改修費も含まれる。 
 
（3）実験施設・機材の提供 
  LIPI 各センターの実験施設・機材が、必要に応じ種々分析のために利用されている。また、

ソルガム栽培試験のために、3 つのサイト〔チビノンのエコパーク、生物学研究センター内の

遺伝資源保存施設（Indonesian Culture Collection：InaCC）、中部カリマンタン州カティンガン〕

で圃場が設置されている。さらに、プロジェクトチーム（業務調整員とローカルスタッフ）の

執務室が、トレウブ研究所近くの建物内に提供され、水道、電気など光熱費は「イ」国経費と

して提供されている。 
 
３－１－２ 日本側からの投入 
下記のとおり、研究者・専門家の派遣、本邦研修の実施、資・機材の供与、現地活動費の支出が、

日本側からの主な投入であった。詳細は、付属資料１の ANNEX V に示されるとおり。 
 
（1）専門家の派遣 
  中間レビュー時点までに、6 分野で延べ 10 名の日本人研究者が短期専門家として派遣された。

また、業務調整員 1 名が長期専門家として現地に派遣されている。 
 
（2）本邦研修の実施 
  6 名の LIPI 研究員に対し、それぞれの研究テーマにかかわる分析技術習得のため日本で研修

が実施された。 
 
（3）機材の供与 
  合計 53 の機材（主に分析用で総額 7,800 万円相当）が、プロジェクトに関与する LIPI の研

究センターに対して供与機材として提供された。 
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表３－１ 活動の進捗状況 

成果 活　動 0 100

1-1. 分子生物学的アプローチを用いてイネ科植物草地の植生回復を分析す
る方法を開発する。

1-2. 荒廃草原における作物生育制限因子を特定する。

1-3. チビノン試験区画にて施肥の計画を確立する。

2-1. 施肥の前後における草原の生物多様性について評価する。

2-2. アランアラン草原の為の実現可能なモデルを確立する。

3-1. イネ科植物内の総リグニン含量を増加させる。

3-2. イネ科植物内の高発熱型リグニン構造を増加させる。

3-3. 高発熱のソルガムの選抜育種を実施する。

4-1. ソルガムバガスと天然接着剤を使用してパーティクルボードを開発す
る。

4-2. アランアランと天然系接着剤を使用してパーティクルボードを開発す
る。

4-3. 木材、及びイネ科植物を使用した商業的パーティクルボード製造を調
査する。

4-4. ソルガムバガスの小片残渣の効果的有効利用について調査を実施す
る。

4-5. インドネシアにて、ライフサイクル解析（LCA）、技術的・経済的分
析、と木質ベース材料の推進を実施する。

4-6. ソルガムペレットを生産する。

4-7. ソルガムバイオ燃料を生産する。

* 「進捗状況」は、プロジェクト実施チームの自己評価に基づく。

3

4

進捗状況 (%)*
25 50 75

1

2

 

（4）現地活動費 
  2016 年 7 月から 2018 年 11 月末までに、総額 29 億 9,990 万ルピア（約 2,230 万円相当）の現

地活動費（在外事業強化費）が支出された。 
 
３－２ 活動実績 
「イ」国 C/P と日本人研究員からなるプロジェクト実施チームは、2016 年 7 月から PDM 及び活動

計画（Plan of Operation：PO）に沿って活動を進めてきた。本レビュー調査時点までに実施された活

動の概要と後半の予定を、PDM に示された活動項目ごとに取りまとめ、結果を付属資料１．の ANNEX 
VI に示した。プロジェクト実施チームの自己評価に基づく各活動項目の進捗状況は、表３－１に示

すとおりであった。 

 
３－３ 成果（アウトプット）の達成状況 

PDM で計画された四つの成果に対し、それぞれ設定されている指標を検証したうえで、全体の達

成状況と今後の見通しを以下にまとめた 1。 
 
３－３－１ 成果 1 
高エネルギーバイオマス植物生産のための施肥法が確立される。 

 

                                                        
1 達成度は、「高い」「やや高い」「中程度」「やや低い」「低い」の 5 段階で示した。 
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（1）指標達成状況の検証 
  指標 1-1 土壌と植物の状態をモニターする新技術が利用可能となる。 
   下記のとおり、指標 1-1 はおおむね達成される見込みである。 

1）農地土壌の細菌群集構造解析のため、①迅速かつ安価なデオキシリボ核酸（Deoxyribonucleic 
acid：DNA）フィンガープリンティング、②正確で高解像度な DNA メタバーコーディングの

二つの解析プロトコールが確立された。 
2）植物の栄養状態診断法としては、特定の遺伝子の発現と、クロロフィル含量の指標である土

壌植物分析開発（Soil-Plant Analytical Development：SPAD）値が、窒素栄養状態を示す良い指

標となり得ることが見出された。特に、SPAD 値は栽培現地での実施が可能であり、正常・

欠乏を判断する診断基準値が設定されれば、栽培中の栄養診断に特に有用と考えられる。 
 
指標 1-2 プロジェクトサイトとモデルサイトにおけるソルガムのバイオマス生産量が土壌

改良前と比較して 20％向上する。 
   下記のとおり、指標 1-2 はプロジェクト終了までに達成される見込みが高い。 

1）チビノン及びカティンガンにおけるソルガム栽培試験が、2016 年から 2018 年にかけそれぞ

れ 3 回実施された。カティンガンにおける最初の栽培は種子の品質が悪かったため失敗した

が、ほかは成功した。 
2）これらの試験により、異なる堆肥処理、微生物の接種、窒素施肥条件下での、乾物生産量と

種子重量のデータが収集された。2016 年と 2017 年のデータの解析は完了した。この結果に

よれば、減肥栽培でも収量の有意な増加が認められ、施肥量を適切にコントロールすれば、

無施肥栽培に比較して 20％の収量増を達成可能であることが示唆された。 
 

（2）全般的な達成状況と見込み 
・ メタバーコーディング解析で土壌中の細菌群集構造を解析するにあたり、再現性を得るため

に必要なサンプリング法、野外採取サンプルの保存法等について手順が定められた。それを

用い、京都大学附属農場に設置したシミュレーションサイトにおいて、未利用地から耕作地

への転換が土壌微生物相に及ぼす効果について基礎データの収集が 1 年目から行われた。 
・ また、日本側研究チームは、「イ」国でのルーティン分析の用に供するため、メタバーコー

ディング解析を補完する代替解析手法を検討し、微生物群集構造のタイピングや多様性変動

の解析には、DNA フィンガープリンティング法の一種自動リボソーム間遺伝子スペーサー

解析（Automated Ribosomal Intergenic Spacer Analysis：ARISA）法が適用可能であることを確

認した。さらに、DNA 抽出法についても検討し、高価なキットやサンプルの冷蔵を必要と

しない臭化セチルトリメチルアンモニウム（Cetyl Trimethyl Ammonium Bromide：CTAB）法

でも、ARISA 分析に使用可能な品質の DNA が得られることを示した。 
・ 土壌分析から、チビノン試験地の窒素含量は極めて低いことが明らかになったが、土壌改良

資材施用がソルガム生育量に効果があることが確認され、「イ」国農業省による推奨施用量

（300kg 尿素/ha）より少ない量でも良好な生育が得られることが示唆されている。 
・ これまでに、かずさ DNA 研究所において短期研究員 2 名を受け入れ、環境 DNA メタバー

コーディング解析技術の習得を目的とした技術研修が実施された。また、京都大学大学院農

学研究科では LIPI ボゴール植物園より長期研修員 1 名を大学院修士課程学生として受け入
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れ、遺伝子発現解析を援用した栄養診断等に関する研修が実施されている。 
・ PDM 上、成果 1 と 2 の活動は分けられているが、実際にはこれらの活動は密接に関連して

実施されている。大半の活動は計画通りに実施されているものの、最終結果を得るまでには、

更に栽培試験が繰り返される必要があることから、成果 1 の全般的な達成状況と見込みは

「中～やや高い」レベルにあると判断された。 
 
３－３－２ 成果 2 
荒廃草原を植生回復させる転換工程が確立される。 
 

（1）指標達成状況の検証 
指標 2-1 生物多様性に配慮した施肥方法が確立される。 
下記のとおり、指標 1-2 はプロジェクト終了までに達成される見込みが高い。 

1）DNA メタバーコーディング解析により、土壌細菌の群集構造解析がチビノンにて実施され

た。減肥栽培により土壌細菌の多様性を減少させることなく、ソルガムの収量を増加させら

れることが示唆されている。 
2）カティンガンで実施された同様な解析は、技術的な問題が発生したが、その後解決され継続

されている。 
3）両サイトにおける植物種の多様性調査が実施され、生物多様性がシャノン＝ウィーバー指標

と重要度バリュー指標を使って評価された。 
4）ソルガムが異なる堆肥処理、微生物の接種、窒素施肥条件下で栽培され、乾物生産量が窒素

含量とともに測定された。この結果によれば、収量に大きく影響することなく、「イ」国農業

省による推奨施用量の 75％程度まで減肥させることが可能であることが示唆されている。 
 
指標 2-2 モデルサイトにおけるソルガムのバイオマス生産量が土壌改良前と比較して 20％

向上する。 
（指標 1-2 を参照） 

 
指標 2-3 確立された施肥方法が荒廃草原回復の技術ガイドラインに反映される。 
下記のとおり、指標 2-3 はプロジェクト終了までに達成される見込みが高い。 

1）荒廃草原回復に関連した植物多様性にかかわるデータベースが構築された。 
・ 荒廃草原に生育する植物種〔チビノン、カティンガン、東ヌサトゥンガラ州（NTT）〕 
・ ソルガムとの混作（チビノン、カティンガン） 
・ 荒廃草原回復による CO2 吸収量の推測（チビノン） 
・ ICABIOGRAD から入手した 41 系統の在来ソルガムの特性（バイオマス、生産、糖分含

量、リグニン含量など） 
・ アランアラン荒廃草原における植物の分子データ（トレウブ研究所） 

2）カティンガンモデルサイトが立地する中部カリマンタン州の農業技術評価試験場（DPTP）
は、中央試験研究機関で開発された農業技術の地域適応と普及を目的とした機関であるが、

ソルガム栽培の普及にも関心を示しており、本プロジェクトとも定期的に情報交換が行われ

ている。 
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3）栽培試験の結果に基づき、荒廃草原回復の技術ガイドラインが取りまとめられる予定である。 
 

（2）全般的な達成状況と見込み 
・ 土壌細菌の群集構造解析とソルガム栽培試験の結果から、荒廃草原をソルガム栽培地に転換

することで植生回復させることが可能であることが示唆されている。 
・ ソルガム栽培の養分収支を解析するための土壌及び植物体分析技術の研修は 1 年目に実施

され、技術移転は完了されている。 
・ 成果 1 と同様、最終結果を得るまでに栽培試験・データ解析が繰り返される必要があり、成

果 2 の達成度も「中～やや高い」レベルと判断された。 
 
３－３－３ 成果 3 
育種による高発熱値を含むイネ科バイオマス植物が開発される。 
 

（1）指標達成状況の検証 
指標 3-1 代謝工学の応用により、稲わらのリグニン含有量が現行品種に比べて 10％向上する。 

下記のとおり、指標 3-1 は間もなく達成される見込みが高い。 
1）分子育種的手法を用いたリグニン生合成の活性化により、日本側（京都大学）と「イ」国側

（LIPI バイオテクノロジー研究センター）の双方において、リグニン含量増強イネが作出さ

れた。 
2）リグノセルロース性状解析により、リグニンの含量は、野生株（日本晴種）の茎と比べて形

質転換イネの茎で 53％増加したことが確認された。この過程で、イネ科植物バイオマスに適

したリグニン含量測定法が、「イ」国側で確立された。 
3）リグニン含量が 10％増加することで、バイオマスを燃焼させた時の熱量発生を 1 ％増加さ

せることができると見込まれている。 
4）現在、更なるイネの分子育種実験により、リグニン生合成を制御する他の転写因子について

も解析を進めている。また、並行して本研究で解析されたイネ遺伝子のオルソログが、シリ

コン分析によって進められている。 
 
指標 3-2 代謝工学の応用により、稲わらの高発熱型リグニンの割合が現行品種に比べて

10％増加する。 
下記のとおり、指標 3-2 も間もなく達成される見込みが高い。 

1）リグニン生合成を操作する分子育種的手法により、炭素含量が比較的高いグアイアシルリグ

ニン及び p-ヒドロキシフェニルリグニンのイネ細胞壁における相対量が、それぞれ 22％及び

11 倍増加された。リグニンの含量は、野生株の茎と比べて、形質転換イネの茎で 53％増加し

た。 
2）本研究で解析されたイネ遺伝子のオルソログが、シリコン分析によって進められている。 
 
指標 3-3 高発熱型リグニン含量が現行品種と比べて 10％高いソルガムを選抜育種する。 
下記のとおり、指標 3-3 は現段階で達成されておらず、更なる試験が必要である。 

1）研究チームは、多数の日本産と「イ」国産ソルガム品種のリグニン含量測定を行い、供試し
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た全ソルガムの平均値と比べてリグニン含量が 48％、27％高いソルガムを、日本と「イ」国

それぞれにおいて見出した。リグニン高含量ソルガムのバイオマスは、発熱量の高いグアイ

アシルリグニンを多く含んでいた。 
2）現在、更にγ線照射による変異育種を「イ」国のリグニン高含量ソルガム品種に適用し、バ

イオマス生産性向上が試みられている。温室でのポット試験と圃場栽培を併用した変異集団

のスクリーニングによって、目的の形質を示すソルガム変異体獲得がプロジェクト期間内に

達成される見込みである。 
3）「イ」国でのリグニン分析体制の構築には、機材と試薬不足のため時間を要している。また、

γ線照射による変異育種〔γ線照射による変異体作出とその変異体（複数）からバイオマス

生産の高い変異体の選抜まで含む〕には、専門家による支援が必要となっている。 
 

（2）全般的な達成状況と見込み 
・ リグニン含量の増大と高発熱型リグニンの増強に資する標的遺伝子の発現制御に関する情

報が初年度から蓄積されてきた。さらに、ソルガムについても日本・「イ」両国の多様なソ

ルガム系統の中で、高リグニン含量を持つものを数種が特定された。これは、世界で初めて

遺伝子情報を踏まえた高発熱型ソルガムの選抜育種に注力する基盤が構築されたことを意

味する。従来リグニンの量を代謝工学的に増加させることにより、バイオマスの発熱量を増

加させる取り組みも世界初の研究である。 
・ 木質試料のリグニン含量測定法の一つであるチオグリコール酸リグニン定量法の「イ」国研

究チームへの技術移転は完了している。現在、更にリグニンの芳香核組成分析法（チオアシ

ドリシス法、ニトロベンゼン酸化分解法）の技術移転が進められている。 
・ 成果 3 に関連し、LIPI バイオテクノロジー研究センターから 2 名の招聘教員を受け入れ、

リグニン分析手法及び植物のゲノム編集技術に関する技術移転、情報共有・意見交換が行わ

れた。また、同センターより研究員 1 名を「イ」国の国費留学生として京都大学大学院農学

研究科博士課程に受け入れ、本題目、特にリグニン代謝工学及びリグニン化学分析に関する

研究指導が実施されている。 
・ 高リグニン含量、高発熱型リグニン含量のイネの作出についてはほぼ目的が達成されている

ものの、高リグニン含量、高生産性のソルガム品種について、研究チームは活動を実施中で

ある。この目標が、プロジェクト終了までに達成されるかどうかは現段階では明確でないと

ころもあるため、成果 3 の達成度は「中からやや高い」レベルにあると判断された。 
 
３－３－４ 成果 4 
イネ科植物を用いたリグノセルロース系材料を生産するための環境に優しい技術が確立される。 
 

（1）指標達成状況の検証 
指標 4-1 イネ科植物と天然接着剤を用いた内装用パーティクルボードの作成手法が確立さ

れる。 
下記のとおり、指標 4-1 は間もなく達成される見込みが高い。 

1）下記 2 種類のパーティクルボードの研究開発が行われてきた。 
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種 類 研究開発の進展状況 
ソルガムバガス

とクエン酸 
・ ソルガムバガスとクエン酸から成るパーティクルボードが開発され、基

本的な製造条件が明らかにされた。サッカロースが接着剤の原料として

加えられることにより、ボードの物理特性が格段に向上することが見出

された。 
・ 得られたボードは優れた物性と耐生物劣化性を示し、内装用材料として

利用できると考えられている。さらに、生産性の向上をめざす研究が続

けられている。 
アランアランと

クエン酸 
・ アランアランとクエン酸から成るパーティクルボードについて、基本的

な製造条件が明らかにされつつある。 
・ アランアランを用いたパーティクルボードは、ソルガムベースのボード

に比べ、接着剤の違いにかかわらず物理特性は劣っていることがわかっ

た。また、合成接着剤を使ったボードに比べ物理特性が劣ることから、

クエン酸を使ったボードの品質改善についての研究が継続されている。 
 
指標 4-2 木材とイネ科植物を原料とするパーティクルボードの物性が解明される。 
下記のとおり、指標 4-2 も間もなく達成される見込みが高い。 

1）上記の結果に基づいて、木材と草本植物を用いたボードの製造条件と物性との関係が検討さ

れた。この結果、ソルガムバガスが、商業生産にはより適していることが判明している。 
2）商業生産に向けた製造装置の調査が開始されている。 

 
指標 4-3 ソルガムバガスパーティクル残渣粉末の有効な利用方法が提示される。 

下記のとおり、指標 4-3 はプロジェクト収量までに達成される見込みが高い。 
1）木質成形体に対するソルガムバガス残渣粉末の適応性を検討した結果、優れた物性を示す木

質成形体が得られた。よって、残渣粉末は木質成形体の原料として利用できる可能性が示唆

された。 
 
指標 4-4 ソルガムペレットとバイオ燃料の作成手法が確立される。 
下記のとおり、指標 4-4 が達成されるためには更なる試験が必要である。 

1）研究チームが進めてきたソルガムペレットとバイオ燃料の作成手法についての基礎的な研究

は下記のとおり。 
 

対 象 研究開発の進展状況 

ソルガム 
ペレット 

・ パーティクルボード製造過程で発生するソルガムバガス残渣粉末を材料とし

たペレットが試作された。 
・ 「イ」国には、数社の企業が商業ベースでバイオペレットの製造を行ってい

る。これらの会社はペレットの材料として木屑を使っているが、研究チーム

はソルガムバガスの残渣粉末を木質原料の代替とすることが可能かどうか調

査している。チームは、スラヴェジにある会社を訪問し、試験製造が可能か

議論を行った。この結果、商業ベースでの生産を行うためには、ソルガムバ

ガスの残渣粉末をペレットに混合する際の品質についての基礎的な研究を継
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続する必要性が明らかになった。 

バイオ燃料 ・ スイートソルガムが、バイオエタノールの商業生産のための代替原料として

可能性が高いことから、61 のソルガムバイカラー品種について、絞り汁生産

と糖含量について評価された。このうち、41 品種がチビノン試験地で試験栽

培された。絞り汁からエタノール生産するために、数種の出芽酵母を接種す

る試験が実施された。 
・ これまでにわかったことは、下記のとおり。 
 出芽酵母 Y29 が、エタノール生産をするために最も適していること。 
 尿素あるいはアンモニアの施肥は、エタノール生産量に影響しないこと。 
 エタノール生産を高めるために、追加の肥料投与は必要ないこと。 

・ ソルガムバガスの加水分解、そのエタノール生産への影響についての研究が

継続される予定である。 
・ エタノール商業生産の可能性について検討するために、研究チームはジャカ

ルタにある企業を訪問した。また、東ヌサトゥンガラ州マラカでスイートソ

ルガムプランテーションにかかわる研究協力について話合いを持った。 

 

（2）全般的な達成状況と見込み 
・ ソルガムバガスを原料としてクエン酸やスクロースといった天然物質のみで木質材料を開

発した事例は世界初とされる。一般に、天然系接着剤を用いた木質材料は合成系接着剤を用

いた場合と比較して性能が低いことが問題となる。プロジェクト研究チームによって開発さ

れたパーティクルボードは、ボード物性、耐蟻性（シロアリ耐性）及び耐腐朽性とも既存の

合成系接着剤を用いた場合と同等の性能を示した。 
・ パーティクルボードのほかに、研究チームはバガス残渣粉末を使ったソルガムペレット、ス

イートソルガムを原料とするエタノールなど、ソルガムを使ったバイオ製品生産の可能性を

探究しているものの、これらの開発は初期段階にある。プロジェクトでは、商業生産に結び

つけることをめざしているが、いずれも更に基礎的な研究が必要とされている。 
・ 成果 4 の枠組みのなかで、研究チームは技術・経済分析とライフサイクルアセスメント（Life 

Cycle Assessment：LCA）という二つの分析を行っている。前者は、ソルガム製品（パーテ

ィクルボードとペレット）の市場性にかかわる検証を目的とし、後者はアランアラン荒廃草

原をソルガム生産地に転換し、更にソルガム製品を製造、販売、消費する工程を検証したう

えで CO2 排出削減の可能性を見積もることを目的として実施されている。両分析とも、本

調査実施時点では準備段階にあり、必要な情報が収集されているところである。 
・ ソルガムバガスとクエン酸によるパーティクルボードの基本的作製技術及び高性能化技術

についての技術移転が、「イ」国の国費留学生として京都大学大学院に在籍していた若手研

究者に対し実施された。この研究者は、博士学位を取得したあと LIPI バイオ材料研究セン

ターに復帰し、本成果の研究の中心メンバーとして活躍している。また、短期研究員 1 名に

対し、ソルガムバガスを原料とした木質成形体の作製及び評価技術の研修が実施された。 
・ バイオ材料の開発に関して、特にパーティクルボードを中心に目覚ましい進展がみられるも
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のの、研究対象の技術が完全に確立し、商業ベースでの生産に結びつくためには更に活動を

継続することが必要である。成果 4 の達成状況は「中程度」のレベルにあると判断された。 
 
３－４ プロジェクト目標の達成見込み 
プロジェクト目標の達成見込みは以下のとおり。 
アランアラン荒廃草原活用によるバイオマスエネルギー及びバイオマス材料の持続的生産技術が

開発される。 
 

（1）指標達成状況の検証 
指標 1 アランアラン荒廃草原（プロジェクトサイト及びモデルサイト）において安定的なバ

イオマス作物生産が達成される。 
指標 1 は達成される見込みが高いものの、最終的な結果を確認するために研究が継続される

ことが必要である。 
・ 2016 年にプロジェクトが開始されて以来、チビノンとカティンガンにおいてソルガム栽培

試験が 3 回実施され、異なるレベルの施肥、堆肥による矯正、バイオ肥料や混作、ソルガ

ム品種の選定など、荒廃草原回復のための技術が検証されてきた。 
・ すでに述べたとおり、これらの試験を通して、適正な施肥によってソルガムは順調に生育

することが確認されている。これらの試験結果を見る限り、指標 1 はプロジェクト終了ま

でに達成されることが見込まれる。 
・ 一方、アランアラン荒廃草原におけるソルガム生産が、生物多様性やバイオマス生産に及

ぼす長期的な影響については、本プロジェクトの枠組みを超えることから判断が難しい。

最終結論を得るには、栽培試験が数年にわたり繰り返される必要がある。 
 
指標 2 バイオマスペレット燃料とリグノセルロース材料がライン生産される。 
指標 2 の達成には更なる活動が継続される必要がある。 

・ パーティクルボード生産の基本条件が明らかにされ、、商業生産に向けた改良が試みられて

いる。さらに、パーティクルボードやペレットを製造する企業の視察を通し、社会実装の

ための課題が明確にされてきた。 
・ 指標にあるライン生産が可能な企業の候補は挙がっているものの、本調査時点ではそれが

実現する目処は立っていないことから、本指標は達成されていない。 
 
指標 3 サイテーションインデックスに記載される論文数。 
各研究チームによって発表、または発表準備されている研究論文は下記のとおり。研究チー

ムが現状の割合で論文を発表できれば、指標 3 はプロジェクト終了時点で満足のいくレベルで

達成されることが見込まれる。 
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指 標 進 捗 

1 1）発表済み：1 論文（Arabidopsis responses to micronutrient deficiency as the fundamental 
knowledge for nutritional stress diagnosis） 

2）準備中：3 論文（Metabarcoding analyses of soil microbial community structures in 
Indonesia and Japan; Technical report on the application of DNA fingerprinting to soil 
microbial analysis） 

3）計画段階：2 論文（Plant nutritional stress diagnosis） 

2 1）準備中：2 論文（Results from cultivation tests in Cibinong and Katingan; Analyses on 
micronutrient requirement by sorghum plants） 

3 1）発表済み：3 論文（Bioengineering approaches to enrich lignin; Modify lignin aromatic 
composition in rice; Review paper on molecular breeding toward lignin valorization） 

2）準備中：4 論文（Bioengineering to alter lignocellulose composition of rice; Utilization 
characteristics of transgenic rice lignocelluloses; Selective breeding Sorghum accessions for 
their applications to biorefinery processes） 

 

指標 4 植生回復による二酸化炭素排出削減が見積もられる。 
プロジェクトの計画によれば、CO2排出削減・固定増加が LCA 手法を活用して見積もられる

予定であるが、分析は準備段階にあるため本調査実施時点では指標 4 の検証はできない。 
以下の項目が CO2 排出削減・固定増加に寄与することが想定されている。 
 化成肥料使用量削減による化石資源投入量の減少 
 炭素蓄積量の少ない荒廃草原から炭素蓄積量の多いバイオマス植物農地への転換によ

る炭素固定量の増加 
 効果的な施肥条件の提示によるバイオマス生産性向上に基づく炭素固定量の増加 
 バイオマスペレット使用による化石燃料使用量の削減 
 バイオマスの発熱量増加による化石燃料使用量の削減とバイオマス生産農地必要量の

削減 
 天然接着剤の使用による化石資源使用量の削減 

 
（2）全般的な達成状況と見込み 

・ 2016 年にプロジェクトが開始されて以来、四つの研究グループは技術の研究開発という面で

大いに成果を出してきたといえる。一定数の研究論文が国際誌への投稿も含めすでに発表さ

れ、現在も準備が進んでいる。研究発表のための会議やセミナーが定期的に開催され、プロ

ジェクト内外の研究者や関係者が数多く参加し、研究結果が共有されてきた。 
・ 一方で、プロジェクト目標の達成度は、いまだ高いレベルには達していない。上述のとおり、

指標 1 と 3 についてはある程度高い達成レベルにあるものの、指標 2 と 4 は低いか、評価困

難という段階にある。周知のとおり、本プロジェクトは SATREPS であることから、研究成

果を社会実装につなげることが重要な目標として含まれている。この目標を実現するために

は、プロジェクトチームによる更なる努力を継続することが必要とされている。 
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・ もう一つの課題は、研究チーム間の調整が現状では十分に行われていないことである。成果

間の連携が十分機能していないことから、それぞれの研究チームが出す成果が、直接プロジ

ェクト目標の実現に結びつかないのではないかという点が懸念される。例えば、成果 1・2
の研究活動のためチビノンでソルガムの品種選定試験が行われていると報告される一方で、

成果 3 の研究チームも高リグニン含量、高発熱型リグニン含量のソルガム品種を育成する活

動が並行して実施している。これらの研究が別のプロジェクトであれば問題にはならないが、

同じ目標に向かって実施されていることを考えると、研究チーム間の活動の調整がもう少し

必要であったように観察される。現地調査中の関係者へのインタビューでも、それぞれの研

究課題（成果）については十分理解されていても、必ずしもプロジェクト目標や上位目標が

十分共有されていない面があると感じられることがあった。 
・ 以上のような状況から、中間レビュー調査団として、プロジェクト目標の達成度は、「中程度」

であると結論づけた。現 PDM では、プロジェクト目標と一部の成果の指標が明確に設定さ

れていないか、行われてきた活動を反映する内容となっていないので、これらを見直すこと

を提言に含めることとした。 
 
３－５ 実施プロセスの検証 
３－５－１ プロジェクトの実施体制 
本プロジェクトは、図３－１で示した体制で実施されている。日本側は京都大学生存圏研究所が、

「イ」国側は LIPI がプロジェクトのメイン実施機関となっていて、LIPI 生物多様性保全センター

長がプロジェクトディレクター、LIPI 生物学研究センターの教授がプロジェクトマネージャーと

してアポイントされている。JICA から業務調整員が長期専門家として派遣され、「イ」国側との日

常的なやり取りを行っている。 
研究活動については、PDM の各成果（研究課題）に対して構成された日・「イ」国合同の研究チ

ームによって実施されている。すなわち、成果 1 については LIPI 生物学研究センターと京都大学

大学院農学研究科、成果 2 については LIPI 生物多様性保全センターと同研究科、成果 3 について

は LIPI バイオテクノロジー研究センターと京都大学生存圏研究所が、成果 4 については LIPI 生物

材料研究センター・イノベーションセンターと同研究所の研究員がチームを構成し、それぞれの研

究課題（成果）に沿った活動を行っている。 
 
３－５－２ 運営管理にかかわる会議とコミュニケーション 
プロジェクト運営にかかわる意志決定を行う上部組織として、「合同調整委員会（Joint 

Coordinating Committee：JCC）」が組織された。年間 1 回のペースで、これまでに 2 回会議がもた

れた。JCC 会議のほか、SATREPS 会議が 2 回開催された。プロジェクト内外から多くの研究者が

参加し、プロジェクトに関連する研究について共有、意見交換が行われている。プロジェクトチー

ムは日本側の研究者が「イ」国を訪れる際には必ず集まり、活動実施にかかわる打合せを行ってき

た。そのような会議は、これまでに通算 25 回開催されたことが報告されている。 
プロジェクトチームの関係者の間では、研究活動を実施するために全般的に良い関係が構築され

ているとみられる。日本・「イ」国研究者の会議は頻繁にもたれ日本人研究者が「イ」国にいない

間も、e メールや現地駐在する調整員を通して頻繁にコミュニケーションが行われていることが確

認された。一方で、「イ」国側研究者間のコミュニケーションは、日本人研究者とのそれほど頻繁
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でないことが現地調査中のインタビューで確認された。 
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図３－１ プロジェクト運営管理体制 
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第４章 5 項目評価の結果 

４－１ 妥当性 
以下の分析から、本件プロジェクトの妥当性は引き続き「高い」と判断された 2。 

 
（1）「イ」国政府の政策との整合性 
  本プロジェクトを取り巻く政策的な環境は、2015 年 9 月に詳細計画策定調査が実施された時点

から大きな変更は確認されていない。本プロジェクトに関係する主要な政策課題は、国家エネル

ギー戦略と持続可能な自然資源管理である。 
  一番目の課題について、「イ」国政府は石油への依存度を低下させるため、代替エネルギーや再

生可能エネルギー利用を増加させることに重点を置いている。2014 年に採択された「国家エネル

ギー政策」では新エネルギーと再生可能エネルギーの比率を 2025 年までに 23％以上に、2050 年

までに 31％以上に増加させる一方で、石油依存割合をそれぞれ 25％、20％まで引き下げる目標を

設定している。 
  二番目の課題について、政府は自然資源の持続的な利用と自然環境の保全に重点を置いている。

5 年ごとに改定される「国家中期開発計画 2015-2019 年」では、「農業の生産能力及び生産性の改

善を進める必要があり、このために取るべき戦略の一つとして未利用な荒廃地（marginal land）の

活用がある」と述べられている。環境林業省によれば、「イ」国における荒廃地は、「限界地（critical 
land）」あるいは「劣化した土地（degraded land）」と分類され、そのような土地は 2013 年時点で

全国に 2,400 万ヘクタール存在するとされる。本プロジェクトはこのなかでも全国に 1,000 万ヘク

タールあるとされるアランアランを中心とする多年生草原の有効利用を通して、こうした開発課

題に寄与することを目的に実施されている。 
  したがって、本プロジェクトは、「イ」国政府の開発政策に十分沿うものであり、その妥当性は

高いといえる。 
 
（2）ローカルニーズとの整合性 
  「イ」国では増大する人口と経済活動のため、人間活動が土地や自然資源に及ぼす圧力（負荷）

が年々増加してきた。十分な食糧とエネルギーを賄うために、持続的で効率的な土地や自然資源

利用の重要性がますます高まっており、この傾向は将来も続くことが予測される。非生産的なア

ランアラン荒廃草原を生産的な農地に転換し、バイオマスエネルギーとマテリアルの生産を増や

す技術の開発をめざす本プロジェクトは、「イ」国国民のニーズに大いに沿うものである。 
  本プロジェクトはまた「イ」国側の実施機関となっている LIPI にとって重要である。LIPI は、

「イ」国政府の国家開発政策に沿って研究プログラムを実施している。重点分野には、食糧・農

業生産、エネルギー・再生可能エネルギー、生物多様性保全などが含まれる。本プロジェクトは

このような LIPI の重点プログラムに沿った内容で要請され形成された。同時に、若手研究員の能

力強化が、LIPI のみならず「イ」国全体にとって重要な課題として認識されている。「イ」国に

は国際水準レベルにある研究者・科学者が相当数すでに存在しているものの、国家・国際プロジ

ェクトを推進するにはその数はまだ十分でないとされている。本プロジェクトではまとまった数

                                                        
2 評価結果は、「高い」「やや高い」「中」「やや低い」「低い」の 5 段階で示した。 
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の若手研究者を日本におくるとともに、現場での OJT により各種の分析技術の向上に寄与してい

ることから、「イ」国のローカルニーズに十分沿うものである。 
 
（3）わが国の援助政策との整合性 
  日本国政府の「イ」国に対する援助政策は、プロジェクトが形成された当時から大きくは変更

されていない。同国への国別援助方針は 2017 年 9 月に改定されているものの、基本的な政策に大

きな変更はなく、下記 3 項目が重点分野（中目標）として設定されている。 
1）国際競争力の向上に向けた支援 
2）均衡ある発展を通じた安全で公正な社会の実現に向けた支援 
3）アジア地域及び国際社会の課題への対応力向上に向けた支援 

 
  本プロジェクトは、このうち 3 番目の目標への投入と位置づけられ、形成された。同様に、2018

年度 JICA 年間事業計画では、「気候変動・環境保全対策プログラム」の中のプロジェクトの一つ

と位置づけられている。このように、本プロジェクトは我が国の援助政策に沿って実施されてい

ると言える。 
 
（4）わが国による技術協力の優位性 
  日本は、イネのゲノム編集、メタゲノム分析、木材製品の自然接着剤利用など、本プロジェク

トで対象とする技術・経験においては圧倒的な優位性を有している。また、JICA と国立研究開発

法人科学技術振興機構（Japan Science and Technology Agency：JST）は世界中で本件の類似した目

的の SATREPS プロジェクトを複数支援していることから、わが国が本プロジェクトを通して技

術協力を行う優位性は高いと判断される。 
 
４－２ 有効性 
以下の分析から、本件プロジェクトの有効性は、「中」レベルと判断された。 

 
（1）成果とプロジェクト目標の達成度 
  表４－１は、前章で述べた成果とプロジェクト目標達成度の評価結果を要約したものである。 

 
表４－１ 成果とプロジェクト目標達成度の評価結果 

項 目 達成度・達成見込み 

成果 1 中～やや高い 

成果 2 中～やや高い 

成果 3 中～やや高い 

成果 4 中 

プロジェクト目標 中 

 
  すでに述べてきたとおり、日本・「イ」国両メンバーによるプロジェクトを成功させるための熱
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心な取り組みにより、四つの研究チームはそれぞれ技術開発にかかわる成果を出している。この

ような努力を継続することで、プロジェクト目標はプロジェクト終了までにある程度のレベルで

達成されることが見込まれる。しかしながら、多くの活動はいまだ実施途上であることから、現

段階でそれがどの程度のレベルになるのか結論づけることは難しい。いずれの研究チームも、最

終結果を得るまでにまだ時間を要するものと判断される。 
  また、成果（研究課題）間の調整不足が、プロジェクト目標の達成に影響を及ぼす可能性もあ

る。SATREPS プロジェクトとして重要な点は、研究結果を PDM で設定された上位目標にどうつ

なげることができるかという点（社会実装の実現）にある。この点をすべてのプロジェクトメン

バーが十分理解すべきである。 
 
（2）成果とプロジェクト目標の因果関係 
  アランアラン荒廃草原をバイオマスエネルギーとマテリアルの生産的な農地に転換するための

必要なすべての技術を網羅できるようプロジェクトはデザインされた。すなわち、荒廃地の植生

回復のための手順、施肥方法の確立（成果 1・2）、必要となる作物（ソルガム）の新品種を選定・

開発（成果 3）、生産したバイオマスを使った加工製品を生産するための技術を開発することであ

る。このためには、PDM で設定された四つの成果はいずれもプロジェクト目標の実現に必要であ

り、成果とプロジェクト目標の論理関係に問題はないと考えられる。一方で、各研究チームがめ

ざしている技術の確立にはいずれも相当な時間と労力を要することから、5 年間の単独プロジェ

クトでこのようにすべての技術を網羅することをめざしたことは、ある意味では大変野心的であ

った面もあるように見受けられる。例えば、成果 3 で取り組まれているような作物新品種の作出

には通常、長い時間を要するものであるので、成果 3 で作出された品種を成果 1・2 で開発される

手法の対象とすることを、一つのプロジェクトの枠組みにおいて想定することには無理があった。

この意味で、成果 1・2 と成果 3 の活動には実質的なつながりがなく、これが成果間の連携を難し

くさせている原因の一つとなっているとも考えられ、プロジェクトデザインには多少の問題を抱

えていたことを指摘できる。 
 
（3）外部条件の影響と予測されなかった促進要因・阻害要因 
  成果からプロジェクト目標に至る外部条件として、「リグノセルロース由来の製品を製造する企

業との連携が遅れない」ことが挙げられていた。すでに述べたとおり、研究チームはパーティク

ルボードやペレットをライン生産（商業ベースの試作）に協力できる企業を特定する努力をして

きた。これまでにいくかの候補が挙がっているが、中間レビュー調査の段階ではそれが実現する

目処は立っていない。したがって、この外部条件はプロジェクトに実際に影響を及ぼしているこ

とが確認された。 
 
４－３ 効率性 
以下の分析により、本プロジェクトの効率性は「中～やや高い」レベルと判断された。 
 

（1）「イ」国側からの投入 
  C/P 研究員の配置、必要施設・機材の提供（分析ラボ、試験圃場など）、国内活動費が「イ」国

側からの主要な投入であった。合計 66 名の研究員が、プロジェクト C/P として登録され、さまざ
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まな分野でプロジェクト関連活動に従事している。C/P 研究員全員が LIPI の別の研究との兼務な

ので、プロジェクトへの関与度合は研究員によって異なる。また、LIPI の既存のラボ施設と機材

が必要に応じ種々の分析に提供されている。したがって、プロジェクトは「イ」国側のすでにあ

る人的、物的資源を有効活用することで実施されており、これは効率性を高める要因といえる。

しかしながら、中間レビュー調査では「イ」国政府の予算が十分でないことから、分析用試薬を

はじめ、多くの消耗品が JICA 予算によって入手されていることも確認された。 
  これらの事実から、「イ」国側の投入の効率性は「中」程度と判断された。 
 
（2）日本側からの投入 
  本プロジェクトに対する日本側からの投入は、専門家（研究者・業務調整員）の派遣、6 名の

LIPI 研究者への本邦研修の実施、ローカルコストの負担などであった。一部の消耗品（下記（3）
参照）を除いて、大半の投入は計画通りに行われたことから、効率性はおおむね高かったと判断

された。特に、本邦研修に参加した若手研究員は、プロジェクト活動に大いに貢献しており、効

率性を高める要因となっているといえる。 
 
（3）消耗品調達についての課題 
  ラボで必要な試薬やガラス器具、単純な機器など消耗品が、発注から実際に入手できるまでに

多大な時間がかかる事態が常態化していて、プロジェクト開始直後より運営上の大きな課題とな

ってきた。問題に対処するため、プロジェクトチームはさまざな手段を講じてきたが、問題解決

には至っていない。これはプロジェクトの想定外の要因として効率性を損ねている。 
 
（4）京都大学と LIPI の長期にわたる研究協力 
  京都大学と LIPI は、2016 年に本プロジェクトが始まる前より、共同研究の長い歴史があり、

良い関係が構築されていた。このような関係を通して、相互理解と信頼関係が出来上がっており、

このことがプロジェクトの効率的な実施に大いに貢献しているといえる。 
 
（5）外部条件の影響 
  PDM では、活動が成果に結びつくための外部条件として、「①研究者の異動が頻繁に起こらな

い、②実験圃場が旱魃や森林火災などで被害を受けない」という 2 点が挙げられていた。これら

にかかわる影響は特に報告されていないので、外部条件としての影響は今のところ現実化してい

ないと言える。 
 
４－４ インパクト 
インパクトを予測することは時期尚早ながら、プラスのインパクトが期待される。 

 
（1）上位目標実現の見込み 
  プロジェクト目標が終了までに成功裏に達成されれば、「『イ』国における革新的バイオエネル

ギー及びマテリアル生産技術によって持続可能な社会の構築モデルの開発」という上位目標が数

年後に実現することが想定される。多くの活動が現在実施中であることから、現段階でその実現

可能性を予測することは困難である。また、現 PDM には上位目標のための指標が設定されてい
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ないので、終了時評価調査、事後評価調査に向け、適切な指標を設定する必要がある。 
  また、プロジェクト目標が上位目標に結びつくための外部条件として、「『イ』国政府のエネル

ギー政策が大きく変更されない」ということが挙げられているが、これ以外にも次に挙げるよう

ないくつかの外部条件があることが想定される。 
・ ソルガムがビオマス生産の有望な材料として広く受け入れられる。 
・ ソルガムの栽培と生産が、市場のニーズを満たすために大きく増加する。 
・ プロジェクトによって開発されたソルガム品種が正規に登録され、種子市場で販売されるよ

うになる。 
・ アランアラン草原など荒廃地を生産的な農地に転換する機運が高まる。 

 
  プロジェクト目標が達成されたあと上位目標の実現にはこれらの要因が関与してくることが想

定される。 
 
（2）波及効果 
  プロジェクト研究チームは、中部カリマンタン州農業技術評価試験場（DPTP）と良好な関係を

構築していることが確認された。DPTP は、新しい農業技術を農家に伝達・普及する役割を担う

機関である。彼らは新しい作物としてソルガムの展示栽培を行うことに関心を示しており、作物

を一般農家に広めてゆくための出発点となり得る。 
 
（3）負のインパクト 
  これまでのところ、負のインパクトは特に報告されていない。また、このあとも発生する可能

性は認められない。 
 
４－５ 持続性 
以下の観察・分析から、持続性の見通しは「中」レベルと判断された。 

 
（1）政策・制度・組織面 
  「４－１」で述べたとおり、本プロジェクトは、「イ」国政府のエネルギーや自然資源管理にか

かわる政策に沿って形成され、実施されてきている。現行の政策が大きく変更されない限り、プ

ロジェクト成果の持続性は高いレベルで確保されると判断される。また、プロジェクトは LIPI の
全体的な研究計画に沿って実施されているので、プロジェクト終了後も LIPI は関連した研究を継

続することが見込まれる。 
 
（2）財政面 
  「イ」国政府は国家開発政策において科学技術振興の重要性を認識しており、この政策が維持

される限り、一定レベルの研究活動予算は確保されると見込まれる。しかしながら、本プロジェ

クトに関連する研究に対して、日本側からの支援が行われている現在と同レベルの予算が確保さ

れるかどうかは定かでなく、また政府予算は常に世界経済や国の全般的な財政事情に影響される

ものなので、財政面の持続性は「中」レベルと見込まれる。 
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（3）技術面 
  「イ」国 C/P 研究員が得た知識や技術は、彼らが「イ」国で関連する職務に従事する限り、将

来にわたり役立つことが期待できる。プロジェクトを通して、さまざまな分野の分析技術が先進

機材とともに LIPI のラボに導入された。現地調査でインタビューを行った大半の研究員は、新し

く導入された機材については日本側のサポートがなくとも自信をもって操作することができると

回答した。多くの分析技術・機材は、プロジェクト関連だけでなく、他の研究活動にも応用でき

る汎用性のあるものである。したがって、技術面での持続性は高いと判断される。また、すでに

何度も述べてきたように、プロジェクトは若手の研究員に研究の基礎を獲得させるとともに、国

際的な学術研究活動の場を経験する貴重な機会を提供している。彼らが、今後も研究者としての

能力を高め、国際的な視点から、「イ」国の科学技術の発展に貢献し続けることが期待される。 
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第５章 結論と提言 

５－１ 結 論 
中間レビュー調査団は、現地視察やプロジェクトメンバー（日本・「イ」国研究員）、政府職員、そ

の他関係者からの聞き取りなど一連の調査を行い、評価に必要な情報を収集した。この結果、本プロ

ジェクトは、すべてのメンバーによる熱心な努力により、おおむね計画通り進められていることが確

認された。プロジェクト実施過程で、LIPI 研究員と研究所としての能力が大幅に向上されているこ

とは留意されるべきである。インタビューを行ったすべての若手研究員が、日本人研究者とともに働

く機会が得られたことを大いに賞賛していた。かれらの多くはそれぞれの分野で研究活動を続けたい

との意向を示していた。さらに、改修・改善された LIPI の研究施設や機材、特にボゴール植物園の

トレウブ研究所は、将来にわたり「イ」国における関連分野の研究活動に大きなインパクトをもたら

すことが見込まれる。これらはプロジェクトの重要な成果といえる。 
一方で、プロジェクトはいくつかの課題を抱えていることもまた事実である。SATREPS プロジェ

クトであることから、研究を行い、論文を発表することが到達点ではない。研究成果の社会実装は、

SATREPS プロジェクトのもう一つの重要な点である。この意味で、プロジェクトは最終目標にはま

だ遠い位置にあるといえる。そこで中間レビュー調査団はプロジェクトがより良い方向に向かうよう、

下記の提言を行った。 
 
５－２ 提 言 
（1）プロジェクトチームに対して 

1）上位目標及びプロジェクト目標の明確化と関係者全員の共有化 
・ 現 PDM（Ver. 1.2）では、活動と成果、及びプロジェクト目標の論理的なつながりにおいて

重複や矛盾がみられる。また、上位目標の指標が未設定であるので、その設定と併せて PDM
の修正を付属資料４のとおり提案する。 

・ 論理のつながりを明確にすることによって、本プロジェクトにおける各研究成果がプロジェ

クト全体として、「イ」国の関連国家政策（低炭素社会の実現に向けた目標達成）に対して

どのような貢献を果たすのか、関係者全員が共有し、プロジェクト目標達成に向けた各自の

責任を強く認識したうえで研究を進めるよう提言する。 
2）上位目標の実現に向けて 
・ プロジェクト成果が、環境、エネルギー、農業開発など「イ」国の関連政策に反映されるこ

とを改定 PDMの上位目標の指標として設定することを提案したが、これを実現するために、

各分野の責任機関〔LIPI 科学技術開発研究センター（PAPPIPTEK）、インドネシア国家開発

計画省（Indonesian Ministry of National Development Planning：BAPPENAS）、FORDA〕国家

エネルギー委員会、同協議会、農業局など〕との連携・調整が強化される必要がある。 
3）研究者間の連携強化 
・ 各研究チームはそれぞれの研究目標をよく理解し、日本・「イ」国双方の研究者が協力して

研究は実施されているが、成果（研究チーム）間の協力関係は必ずしも緊密ではなく、これ

がプロジェクト全体で何を目標としているかについての共通理解を妨げる原因になってい

るように見受けられる。そこで、日本・「イ」国の研究者同士及び研究チーム間のコミュニ

ケーションの機会を増やし、全体でプロジェクト目標を共有しながら研究活動を進めること
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を提案する（例えば、チームリーダー会議や技術ワーキンググループ（TWG）の設置と定

例化など）。 
4）バイオエネルギー製造研究の促進 
・ 成果 4 のバイオエネルギー製造にかかわる研究（バイオペレット・燃料）は、全体的に計画

より遅れているので、プロジェクト目標達成に向けて次の研究を強化・推進することを提言

する。 
・ バイオペレットの発熱量は、ソルガムの水分含量や製造温度、混合する木質材料の種類や混

合率などの製造条件によって異なるので、詳細な製造条件の検討を行うことが重要である。

そのためには、十分量のソルガムが提供可能な栽培を行うなど、研究チーム間の連携を強め、

プロジェクト後半に向けて研究の活性化を図っていく必要がある。 
5）異なる気象条件や土壌環境下でのソルガム栽培試験のスケールアップ 
・ アランアラン荒廃草原におけるソルガムの栽培試験は、チビノンとカティンガンの両サイト

で比較的小規模に実施されているが、「イ」国におけるさまざまな地域に適した栽培技術を

開発するために、実証試験を更に大規模にまたその他の異なる気候や土壌環境の地域でも実

施する必要がある。 
・ 同時に、生育データやバイオマス生産に加え、病害虫等のデータを収集することも重要であ

る。そのような試験サイトとして、ソルガム利用に関心を示している、スラバヤのペレット

生産企業から申し出を受けた実証試験への協力を検討することを提案する。 
6）持続性研究の強化 
・ 本プロジェクトでは、「イ」国の低炭素社会の実現に貢献することを上位目標と設定してい

る。そのためには、LCA 等の経済評価を行うことが重要であるので、この分野で実績や経

験の深い日本の研究者をメンバーに加えて、「イ」国側の研究者とともに研究を強化するこ

とを提言する。 
・ また、社会実装に向けて以下の検討を行うことを提案する。 

－ エネルギー生産の観点において、一定量の生産が可能となるようなソルガムの栽培時期

と収穫量に関する経済分析や、効率的・経済的に原材料が入手可能な地理的利便性等を

考慮したうえで出口戦略を検討する。例として、（企業が）所有するプランテーション

で生産したソルガムをバイオマスマテリアルに加工する、若しくは農家からソルガムを

買い取ってバイオマスマテリアルに加工するなど、いくつかのパターンを検討すること

が挙げられる。 
－ どのような形のビジネスモデルをめざすのか、ソルガムの廃棄物処理と荒廃草原回復に

あたり、バイオマスマテリアルをどのような加工にするのか（ペレット、チップ、パー

ティクルボード、ガス化等）シミュレーションにより比較してどれが一番適性なのか検

証する。 
7）研究者及び研究機関加入の手続きの明確化 
・ 研究者や研究機関の研究チームへの参加や退任にあたっては、JCC で了解したうえで JICA

と JST に対して正式に手続きをとることを提案する。 
 
（2）「イ」国側研究者（C/P）に対して 

・ 成果 1 と成果 2 については別々のチームで研究を行っているが、研究内容等に重複する部分
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がみられる。実施上は問題ないとしても、プロジェクトとして全体の成果をまとめる際は、

どの研究結果が成果 1 と成果 2 に結びつくのか、明確に分けて示す必要がある。 
・ 「イ」国の低炭素社会の実現のための社会実装に向けて、LIPI イノベーションセンターが主

体となってより積極的に民間連携を進めていくことが重要である。 
・ 本プロジェクトにかかわる研究活動を行うための C/P 予算を十分確保できるよう、LIPI 長官

がより積極的な役割を果たすことを提案する。同時に、各研究員が追加の予算を確保するた

めの更なる努力をすることを提言する。 
・ JICA により供与された機材は全般的によく管理されているものの、研究の活性化を図り、使

用頻度を更に高めることを提案する。また、使用日誌を準備し、使用実績がわかるようにし

ておくことを提案する。 
 

（3）日本側研究チームに対して 
・ 試薬の輸入及び免税手続きに予想以上の日数を要することがあることを踏まえ、研究に支障

が生じないようにあらかじめ必要な試薬等の購入手続きを計画的に進めることを念頭に研究

計画を立案するように C/P 研究者を指導することを勧める。 
・ プロジェクトは、民間連携に向けて今後ビジネスマッチングの実施を予定しているが、日系

企業のニーズ調査や情報収集、及び広報活動については JICA インドネシア事務所や独立行

政法人日本貿易振興機構（Japan External Trade Organization：JETRO）とも相談しながらより

効果的に実施することを勧める。 
 
（4）インドネシア政府に対して 

・ PC プライマーやジオキサン等の試薬の輸入、及び免税手続きが予想以上の日数を要すること

があり、プロジェクト活動の進捗に影響が出ている。プロジェクトチームはこの問題に対処

すべく努力しているが、具体的な改善には至っていない。これらの手続きに関し、「イ」国政

府として迅速化に向けた処置をとることを強く要望する。 
 
５－３ 団長所感 

SATREPS 課題の中間レビューの目的は、プロジェクト前半の各研究活動の進捗状況や達成状況を

確認し、プロジェクト目標の達成に向けて、残り期間で何をどのように進めていくかを関係者全員で

確認し共通認識とすることである。そのうえで、各研究活動担当者がプロジェクト後半の自らの活動

の方向性を明確にして、必要な場合には研究を見直を行い、後半の研究活動を通じてプロジェクトの

目標達成に貢献することが期待されるのである。その観点から、以下の所感を述べたい。 

 
1. SATREPS「低炭素社会の実現に向けた先進的エネルギーシステムに関する研究」としてのプロジ

ェクト目標の明確化 
アランアランが広がる荒廃草原をリグニン含量が高い高発熱型ソルガムと熱帯果樹の混植栽培農

地に変更し、植物による CO2 の固定を高め、ソルガム生産物、特に茎をパーティクルボードやバイ

オペレットなどの燃料にして、結果的に化石燃料の消費を減らして低炭素社会の実現に貢献するため

の技術開発とその実用化を行うというプロジェクト目標がこれまで必ずしも明確になっておらず、共

通認識に至っていなかった。本中間レビューにおいて、プロジェクトの研究者と評価団の間で議論を
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深め、結果として PDM のプロジェクト目標や成果と活動の関係を見直しして論理的構成とし、上位

目標を新たに設定することによって、この点を明確にすることができたといえる。これによって、各

活動担当者が自らの役割を自覚し、プロジェクト目標達成に向けてどのように貢献するかが見えるよ

うになった。2018 年 11 月 23 日に開催した第 3 回 JCC で承認されたので、今後プロジェクト内で議

論を深め、所期の目標の達成に向けた活動が促進されることが期待される。 
 

2. 日本側と「イ」国側双方の研究者間の連携の緊密化と研究代表者のリーダーシップに対する期待 
各研究者がそれぞれの研究課題を独自に遂行しており、その分チーム内や日本側と「イ」国側の議

論不足や他人任せのような振る舞いが中間レビュー調査を通じて明らかとなった。これには、上記 1
に書いたように、プロジェクト目標や上位目標の共通認識がそれほどなかったことが原因していたと

もいえる。PDM は改定したものの、目標達成に向けて各研究者が実際に何をどのように活動してい

くかは、関係する研究者全員が自らの研究成果を持ち寄り、互いに真摯に議論することによって初め

て理解でき、行動できることである。その意味で、研究者自らが PDM に立ち返って互いに議論を深

めるとともに、研究代表者には強いリーダーシップを発揮していただいて両国の研究チーム全体をま

とめ、連携強化に努めていただきたい。 
 

3. 異なる気象条件や土壌環境下でのソルガム栽培技術の確立 
「イ」国のアランアラン荒廃草原は、それぞれプロジェクトサイトやモデルサイトとしているチビ

ノンとカリマンタン中央部のカティンガンのほかに、東ヌサテンガラ州の半乾燥熱帯条件下にむしろ

広く存在していることが調査の中で明らかとなった。本プロジェクトは、「イ」国の低炭素社会の実

現に向けた貢献が期待されており、「イ」国をカバーする異なる気象条件や土壌環境下でのソルガム

の持続可能な栽培技術の検討と炭素収支の基礎データをとることが重要である。栽培試験においては

圃場試験として必要な面積と種子を十分確保したうえで行い、ソルガムの生育だけでなく病害虫の発

生等についてもデータを蓄積していくことが、プロジェクト目標の指標として追加された「技術ガイ

ドライン」に活かされるものと思われる。なお、半乾燥熱帯地帯で栽培化されたソルガムがカリマン

タン中央部のように湿潤熱帯の泥炭地でどのような生育特性を示すのか明らかにすることは、学術的

にも興味のあるところである。 
 

4. 高発熱型ソルガムの育種の位置づけの明確化 
初めの計画ではγ線照射による変異誘導技術によって高発熱型ソルガム（高リグニン含量）を作出

し、その栽培技術を確立する計画であった。しかし、本中間レビュー調査において、高発熱型ソルガ

ムの作出がまだなされておらず、したがって種子も生産できないため、プロジェクト期間内での圃場

での栽培研究は難しいことが明らかになった。既存品種の栽培試験によってリグニン含量の向上とバ

イオマス生産の関係はトレードオフの関係ではないかと疑われるデータが得られていた。このような

状況から、この育種研究を SATREPS プロジェクトでどのように位置づけ、今後何をめざしていくの

か、明確にする必要がある。 
 

5. 持続性研究の強化 
リグニン含量が通常の品種より高く高発熱型といわれるソルガム品種を作出し、アランアラン荒廃

草原で栽培して、種子は食料とし、茎は乾燥後パーティクルボードの生産とその残渣をペレット化し
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燃料として利用する。一方では、茎の汁液を絞って発酵基質としてクエン酸（パーティクルボード生

産の接着剤としての利用可）等の生産に利用し、バガスはボード生産に、またはペレット化して活用

する。本プロジェクトはこのような社会の状況を作り出していわゆる石油資源への依存を減らして低

炭素社会の実現に貢献することを狙っている壮大な構想といえる。炭素収支やエネルギー収支の観点

からソルガムの栽培、利用について、栽培地からの搬出や加工場までの輸送なども含めるとさまざま

なシナリオを描くことができる。それぞれのシナリオについて収支を検討することが求められるが、

そのためには LCA 手法等を活用するなどして、スケールを勘案したシナリオ分析を行うことが必要

になる。そのような研究者をメンバーに加えて研究を強化し、加速化させることが重要であると考え

る。 
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３．評価グリッド（日本語） 
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４．PDM の変更提案 
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５．提言に基づく PDM（Ver. 2.0） 
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No.1 

議題 事前打合せ 

出席者 京大：梅澤、JST：上阪、根本、斎藤、JICA 団員：東郷、鈴木 

日時 10 月 31 日 09:30～11:30 場所 JST 会議室 

収集情報 
主要事項 

① 全体の行程確認 
• 事前調査の視察先について 

→成果 1、3、4 の研究員は、チビノン、2 の研究員はボゴール植物園内で面

会可能。 
→FORDA, ICABIOGRAD については、協議が中心。 

• インドネシア側評価団の構成及び団長の確認 
→Prof. Sulaeman Yusuf（リーダー）、Prof. Ir. Ibnu Maryanto Sulaeman 教授は、

梅澤先生の研究室で研究を行っていたことがある方。 
• プロジェクト期間の確認 

→2016 年 7 月開始（暫定採択期間は含まれない。） 
• PDM を変更する場合、調査期間中の JCC で承認するか、調査後に行うか？ 

→調査中に検討する。 
② 評価に使用する PDM（最終版）について確認 

• 和文・英文の記載内容に関する擦り合わせ（別紙－略） 
→JST では、日本語の記述は、詳細計画策定調査時のものが基本となってい

るので、それに合わせる必要がある。 
→プロジェクトの日本語タイトルも、JICA と JST で異なった表現が使われて

いるので、統一する必要がある。 
• 対応：詳細計画策定調査報告書の記述を再確認する。 

③ PDM 指標についての確認 
• 現 PDM のプロ目、成果の指標をそれぞれ確認。 

→要点は、添付資料－1（略）のとおり。 
④ 梅澤先生への確認事項（別紙－略） 

→文書上で回答いただいた。添付資料－2（略）のとおり。 
⑤ 課題 

• 試薬調達に時間がかかること。プロジェクトメンバーによる対応では困難な

問題を含んでいる。 

入手資料 JST 作成資料 
1） 「SATREPS 中間評価事前コメント表」（ハードコピー） 
2） 中間報告書一式（電子コピー） 

01_様式 01 本文 
02_様式 02 成果発表等 
03_様式 03 投入実積、その他 

3） 「年次報告会」（2017 年 7 月 12 日）梅澤先生のプレゼン資料 
4） SATREPS の紹介冊子（日・英） 

６．面談議事録 
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No.2 

訪問先 LIPI 植物多様性保全センター トレウブ研究所（ボゴール植物園内） 

面談相手 Dr. Reni Lestari（成果 2 研究チームリーダー） 

訪問者 （プロジェクト）三谷調整員、（調査団）鈴木 

日時 11 月 8 日 08:15～09:30 場所 研究所内ミーティングスペース 

収集情報 
主要事項 

最初に、当方より調査の概要とスケジュールを説明したあと、下記のやりとりを行

った。 
 
① 本プロジェクトへの関与はいつからか。プロジェクトの内容は、自身が期待した

ことに沿った内容となっているか。 
 2015 年詳細計画調査時より、メンバーとして参画してきた。このため、プロ

ジェクトに含めてほしかった活動・コンポーネントは、おおむね採用された。 
② 本プロジェクトのほかに参加している国際研究プロジェクトはあるかどうか。 

 本プロジェクト以外は、すべてインドネシア政府の予算による研究である。

昨年までは、本プロジェクトに関係する活動が全体の 40％程度であったが、

今年は 70％以上を占めている。 
③ LIPI の中・長期研究計画において、本プロジェクトの活動内容はどう位置づけら

れているか。 
 LIPI は、国レベルの中期開発計画 2015-2019 に基づき研究計画を策定してい

るが、代替エネルギーや荒廃地の開発は、LIPI の中期計画に沿う内容である。

（→LIPI の中期研究計画を共有いただけるよう依頼した） 
④ プロジェクト開始後、2 年半が経過したが、これまでのプロジェクト活動をどう

評価しているか。 
 本研究所は、1884 年オランダの協力で設立された歴史のある研究所であるが、

施設・機材が老朽化して、本来の機能を果たせなくなっていた。本プロジェ

クトの実施により施設の改修（LIPI 側予算）、最新機材の導入（JICA）が進ん

だことで、これまで外部に委託して実施していた分析が自前で実施できるよ

うになったことは大いに評価される。 
 これまでに、当研究所より 3 名の研究員（長期 1 名、短期 2 名）が日本で研

修に参加したことが、研究を進めるうえで大変役立っている。 
 研究のモニタリングは、定期的に実施できる体制ができていて、活動は確実

に進んでいる。 
⑤ 分析に不可欠な薬品の調達に時間がかかることが問題となっていると聞いたが、

どのように対処しているか。 
 根本的な解決策はない。通常、発注から 2～3 カ月はかかるが、ものによって

は 1 年かかったこともある。日本のメンバーが渡航するのにあわせて、日本

から調達してもらう薬品もある。 
 リグニンの分析など、いくつかの方法で実施できることについては、代わり

の方法で分析を行いながら、薬品が届くのを待つことで対処している。 
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⑥ 薬品の調達のほかに、直面している課題はあるか。 
 ソルガムの栽培試験のために入手した種子の品質が悪く、必要なデータが集

まらず、品種の選定が大幅に影響を受けた問題があった。 
⑦ LIPI からプロジェクトに必要な経費は十分出ているか、またはどのように拠出さ

れるか。 
 LIPI の予算には、競争的プロポーザルによって得るものと、テーマが決まっ

た予算があり、これを組み合わせて研究費を得る。初年度の施設の改善にあ

たっては、プロジェクトが 2016 年に始まる前から必要経費の予算要求を行っ

ていた。 
⑧ 成果 2 の活動に従事している研究員の数。 

 中心となっている研究員が 6～7 名、研究アシスタントが 8 名の体制。 
 プロジェクトで導入された分析機〔ガスクロや原子吸光分析装置（AAS）な

ど〕の操作は、京大での研修に参加した若手研究員が中心となって行ってい

るが、他のスタッフも使えるよう指導している。 
 
中間レビュー事前資料をもとに調査団側で作成した「PDM 指標の進捗一覧表」に対

して、内容確認、コメント、あるいは追記などの作業を行っていただけるよう依頼し

た。 

入手資料 LIPI の中期研究計画 

 
No.3 

訪問先 LIPI 生物学研究センターINACC（チビノン） 

面談相手 Dr. I Made Sudiana（プロジェクトマネージャー・成果 1 研究チームリーダー） 

訪問者 （プロジェクト）三谷調整員、（調査団）鈴木 

日時 11 月 8 日 10:30～12:05 場所 センター内会議室 

収集情報 
主要事項 

最初にプロジェクト進捗について PPT によるプレゼンが行われ、その後、下記のや

り取りを行った。 
 
① 本プロジェクトでは、LIPI のほか 2 つの組織が実施機関となっているが、他の組

織の役割は何か。 
 森林研究開発庁（FORDA）は、環境問題や marginal land（荒廃地）の管理・

開発に責任をもつ組織なので、将来、本プロジェクトで開発したモデルをス

ケールアップするのに重要な役割を果たすことが期待される。 
 インドネシア農業バイオテクノロジー遺伝研究開発センター（ICABOGARD）

からは、栽培試験のためのソルガムの種子を提供したもらった。9 品種を入手

し、評価を行っている。 
② 本プロジェクトの重要性について。 

インドネシア国内には、2,000 ha もの marginal land があり、そのうち約 1,000 ha
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がアランアラン荒廃草地と見積もられている。その有効利用は、国の優先課題で

あり、本プロジェクトの成果が役立つことが期待される。 
③ 本プロジェクトでソルガムが対象作物として取り組まれるようになった背景。 

 プロジェクトのプロポーザルは、2014 年頃から行われた。 
 現 LIPI 長官でプロジェクトアドバイザーである Bambang Subiyanto 教授が、

「スーパーソルガム」と呼ばれるバイオマス生産性の高い品種の栽培試験を

行いその注目を浴びた。しかし、その栽培は、比較的栄養豊かな土壌で行わ

れたので、これをアランアラン荒廃草地の開発に適用していくためには、

marginal land で試験を行う必要性が認識された。 
 ソルガムは、バイオマス生産のみならず、多目的利用できる作物である。 

④ プロジェクトの活動を行っている研究センターは、植物多様性保全研究センター

以外チビノンにあり、圃場試験もチビノン（＋カティンガン）で実施されている

が、なぜボゴールにあるトレウブ研究所の実験施設で大規模な施設改修、機材整

備が行われることになったか。 
 トレウブ研究所は過去にノーベル賞受賞者を出すほど名声のある研究所で歴

史的にも重要な役割を果たしてきたので、この研究所を改修することはイン

ドネシアにとって重要なことであった。本プロジェクトの主管は、ボゴール

植物園にある植物多様性保全研究センターであることから、同研究所を改修

し、先端実験施設として位置づけてゆくことがインドネシア側から強く要望

された。 
⑤ 成果ごとに作られている四つの研究チームは、プロジェクトについて日常的にど

のようなコミュニケーションをとっているか。 
 日本の研究者が来イするとき以外、定期的にミーティングを行ったりするこ

とはないが、薬品の調達など必要に応じ連絡を取り合っている。 
⑥ 四つの研究グループによって、それぞれの研究テーマに沿った活動が行われてい

るが、プロジェクトが終了するまでに、それらがどのように最終的にプロジェク

トと目標の達成に結びつくと考えているか。 
 四つのチームが、それぞれの目標を達成すれば、プロジェクトの全体目標は

達成されると考えている。 
 ライフサイクルアセスメント（LCA）分析が重要である。 

⑦ 成果指標 2-1 にある、本プロジェクトにおける「生物多様性」について、土壌微

生物の構造だけでなく、地上部の多様性についても評価する必要があるとの意見

もあるがどう考えるか。 
 ソルガム単作ではなく、他の作物との間作栽培についても研究を行っている。 

 
この日は時間がなくなったので、中間レビュー事前資料をもとに調査団側で作成し

た「PDM 指標の進捗一覧表」に対して、内容確認、コメント、あるいは追記などの作

業を行っていただき、更に来週月曜日（12 日）にもう一度、インタビューの時間を作

ってもらえるよう依頼した。特に、下記について確認する予定である。 
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• 指標 1 の「安定的なバイオマス作物」とはどういう状態と考えているか。 
• 「荒廃草原回復のガイドライン」という表現がところどころに出てくるが（プロ

ジェクト目標指標や成果 2 の指標）、プロジェクト終了までに四つの研究成果をも

とに、最終成果物として何らかの「ガイドライン」を作ることは考えられるか？ 

もしその場合、それはどのような内容で誰をターゲットにした内容とするか。 
• 本プロジェクトでプロジェクト目標が達成され、「持続的な生産技術が開発され

た」場合、それをどのように実際の政策や民間企業のビジネスにつなげてゆくこ

とができるか。 
• 指標 2 にある「ライン生産」とはどのような状態となることを想定しているか。 
• これでまでに、LIPI での研究成果が政府の政策なり、開発計画に反映された事例

があるかどうか。 
 
インタビュー後、同センター敷地内及びエコパークにあるソルガムの試験栽培圃場

の視察を行った。 

入手資料 プロジェクトの進捗についての PPT プレゼン資料 

 
No.4 

訪問先 LIPI 植物多様性保全センター トレウブ研究所（ボゴール植物園内） 

面談相手 
Mr. Ariefnoor Rachmadiyanto（成果 2 研究チームメンバー、2017/01/26～03/14 植物の栄

養元素分析手法にかかわる研修に参加） 

訪問者 （プロジェクト）三谷調整員、Dr. Safendrri Komara (Technical Advisor)、（調査団）鈴木 

日時 11 月 9 日 8:00～9:00 場所 研究所内ミーティングスペース 

収集情報 
主要事項 

① LIPI での職歴、プロジェクト関係の活動 
 2014 年に修士課程を修了し、2015 年から LIPI で働き始めた。LIPI での職務

は、植物園の樹木管理（栄養状態や病気の同定など）を担当している。 
 本プロジェクトのための準備会合には参加していた。カティンガンモデルサ

イトの選定にも加わった。 
 プロジェクトが始まって間もなく日本での研修に参加し、AAS の操作方法な

ど学んだ。研修に参加している間に、分析室に機材が導入されたので、日本

で学んだ技術を使って、土壌や植物体の分析を行っている。 
② プロジェクトに参加して変わったこと。 

 植物の微量栄養素について関心が高まった。 
 京都大学の博士課程に入ることを希望しており、来年 1 月の選考に向け現在

準備を進めている。 
③ 自分の行っている研究活動が、どうプロジェクト目標に結びつくと考えているか。 

 ソルガム栽培のために適切な施肥技術を確立することは、荒廃地でのバイオ

マス生産を行うために重要である。 
 肥料の投入は、最低限に抑えるべきである。 
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No.5 

訪問先 LIPI 生物学研究センターINACC（チビノン） 

面談相手 成果 1 研究チームメンバー・日本研修参加者：① I Nyoman Sumerta（2016/10/20～/3/18、
2017/11/26～2018/01/31 土壌微生物相の群集構造解析手法にかかわる研修参加）、② 
Ruby Setiawan（2017/11/26～2018/01/31 同上）、③ Toga Pangihotan Napitupulu （研究員

Metagenomic and plant physiology） 
Dr. I Made Sudiana（プロジェクトマネージャー・成果 1 研究チームリーダー）同席 

訪問者 （プロジェクト）三谷調整員、Dr. Safendrri Komara (Technical Advisor)、（調査団）鈴木 

日時 11 月 9 日 10:05～11:15 場所 センター内会議室 

収集情報 
主要事項 

① LIPI での職歴、プロジェクト関係の活動 
Nyoman: 

 2014 年に修士課程を修了し、2015 年から LIPI で働き始めた。初年度（2016
年）からプロジェクト活動に従事。 

 メタゲノム解析技術は、自分たちにとっては全く新しい技術であったが、京

都での研修を通して、基礎を習得できた。2 回目の研修では、DNA 抽出とデ

ータ解読技術を学んだ。 
 研修後、インドネシアで日本人研究者の指導を受けながら分析を実施したこ

とで、技術を完全に習得できた。今は、自分だけで分析できるようになった。 
 論文を作成する能力は、更に高める必要があると感じている。 
 京都大学か、オーストラリアの大学の博士課程に入って、更に研究を続ける

ために、現在準備を進めている。 
Ruby 

 2014 年修士課程修了、2015 年に LIPI に就職。 
 上記の Nyoman と同じく、京都でメタゲノム解析技術を学んだ。 
 メタゲノムによる土壌分析は、インドネシアで初めて実施された。 
 ドイツの大学で博士課程に入学することを希望しており、現在、準備をして

いる。 
Toga 

 2016 年にノルウェーの大学で生物化学修士を修了し、今年（2018 年）から

LIPI で働き始めた。 
 プロジェクト関連では、ソルガム栽培試験のための圃場設置などを行った。 
 干ばつ耐性のあるソルガムを育種するために、標的遺伝子を特定する技術を、

成果 3 研究チーム（生物工学研究センター）の Dr. Satya から学んでいるとこ

ろである。 
 日本での研修には、まだ参加していない。 

② 自分の行っている研究活動が、どうプロジェクト目標に結びつくと考えているか。 
 DNA メタバーコーディングの作業は、終わったばかりで、まだわからない。 
 土壌微生物構成を変えることで、作物の栽培を適切にすることができる。 

③ プロジェクト関係の活動が全体業務に占める割合はどれぐらいか。 
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 50％ぐらい。他は、LIPI の独自事業である。 
④ プロジェクト活動を進めるうえでの課題。 

 しばしばインターネットの接続が悪くて、情報を入手できないことがある。 
 メタゲノム解析の経費はとても高いので、別の方法を考える必要がある。 

 
No.6 

訪問先 LIPI 生物工学研究センター（チビノン） 

面談相手 Dr. Satya Nugroho（成果 3 研究チームリーダー） 

訪問者 （プロジェクト）三谷調整員、Dr. Safendrri Komara (Technical Advisor)、（調査団）鈴木 

日時 11 月 9 日 12:30～13:30 場所 センター内分析室 

収集情報 
主要事項 

① インドネシアにおける遺伝子組換え作物栽培への規制について。 
 遺伝子組換え作物の栽培には、安全性評価委員会による許可を得ることが義

務づけられている。食用作物と家畜の飼料作物には、別の規準が設定されて

いる。 
 生物工学研究センターでは、本プロジェクト以外にも、遺伝子工学によるイ

ネの品種改良を行っているが、一般消費用に栽培されている品種は今のとこ

ろない。 
 他の研究機関でも進められているが、商業ベースでリリースされた作物品種

はまだない。 
 農業関係者や環境保護団体などの参加を得た検討会議が行われているが、会

合は毎回紛糾する。 
② 組換え体コメとリグニン含量の高いソルガムとの研究の相互関係と研究の現状に

ついて明らかにし、コメの研究に関する活動が成果 3 に結びついているか確認す

る。 
 コメはモデル作物として、遺伝子工学を用いてリグニン含量の高い改良種を

作出した。ソルガムに同じ手法を適用することは、本プロジェクトの中では

実施できないが、イネとソルガムは同じイネ科の作物であり、将来、技術を

応用してゆくことは可能である。 
③ 野生株の定義について。 

 「野生株（wild-type straws）」というのは、規準品種としての「日本晴」のこ

とを指す。指標にある「現行品種（existing variety）」とは異なる。 
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No.7 

訪問先 LIPI 生物工学研究センター（チビノン） 

面談相手 成果 3 研究チームメンバー・日本研修参加者：① Wahyuni（研究員 2016/12/01～
2017/03/18 リグニン分析・植物分子育種手法にかかわる研修参加）、② Dwi Widyajayanti
（研究員 Molecular biology and Biochemistry）、③ Esti Windiastri（研究員） 

訪問者 （プロジェクト）三谷調整員、Dr. Safendrri Komara (Technical Advisor)、（調査団）鈴木 

日時 11 月 9 日 12:30～13:30 場所 センター内分析室 

収集情報 
主要事項 

① LIPI での職歴、プロジェクト関係の活動 
Wahyuni 

 2005 年から LIPI で働き始め、2008 年から 2014 年オランダの大学で博士課程、

2015 年から LIPI に復職。プロジェクトの準備段階には、あまり関与していな

かった。 
 プロジェクト関連では、遺伝子工学によるリグニン含量の高いイネ品種の作

出を担当している。博士研究で複数の方法によるリグニン含量の分析を行っ

た経験があったので、関連する知識は持ち合わせていた。 
 本プロジェクトにかかわる活動は、全体業務の 50％ぐらいで、ほかは LIPI

の事業。現在、保存性の高いトウガラシを作出するための研究を続けている。 
Dwi 

 2008 年に LIPI で働き始めた。在籍しながら大学で学位を取得した。 
 2016 年から本プロジェクトの活動に参加。遺伝子工学手法によるイネの品種

改良、形質転換、リグニン含量分析など担当している。日本での研修には参

加しておらず、分析技術は日本人研究者やチムリーダーの指導を受けながら、

OJT で学んだ。 
 本プロジェクトの業務は全体の約 6 割を占める。 

Esti 
 2007 年大学卒業、2008 年から LIPI で働いている。2016 年出産で休職し、そ

の後、本プロジェクトで、組織培養を担当している。 
② 本プロジェクトの目標をどの程度理解しているか。 

 バイオマス生産のための代替手段を見つけること。 
 イネで形質転換手法を確立し、ソルガム品種改良のモデルとする。 

 
No.8 

訪問先 LIPI 生物材料研究センター（チビノン） 

面談相手 成果 4 研究チームメンバー・日本研修参加者：Dr. Sukuma Surya Kusumah（研究員） 

訪問者 （プロジェクト）三谷調整員、Dr. Safendrri Komara (Technical Advisor)、（調査団）鈴木 

日時 11 月 9 日 14:15～15:50 場所 センター内分執務室 

収集情報 
主要事項 

① LIPI での職歴、プロジェクト関係の活動 
 2008 年から LIPI で働き始める。2009 年に修士取得。2013 年から 2017 年まで
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インドネシア政府の奨学生として京都大学の博士課程に在籍（梅村研究室）、

この間に本プロジェクトのことは聞いたが、必ずしも準備に参加したという

わけではなかった。しかし、研究テーマがソルガムバガスを使ったパーティ

クルボードの製作ということで、成果 4 研究チームの活動内容との関連は強

い。 
 帰国後、プロジェクト活動に従事し、ソルガムバガスやアランアランなどを

使ったパーティクルボードの製作試験を中心となって行ってきた。 
② これまでに試作されてきたパーティクルボードの商業生産の見通し。 

 ボゴール農業大学（IPB）森林製作研究所の協力を得て、実用サイズのボード

の製作に成功し、技術としては確立した。次のステップとして、この技術を

使い製品化に関心をもつ企業を探してきた。関心をもつ企業はあるものの、

材料となるソルガムバガスを安定的に入手できる見通しが立たないため、今

のところ実際に製造を行うことは実現していない。 
③ 成果 4 の活動で取り組まれているバイオペレットとバイオ燃料の進捗はどうか。 

 バイオペレットは、LIPI イノベーションセンターの研究者、Dr. Sasa Sofyan 
Munawar が、バイオ燃料は生物学研究センターの研究員 Dr. Atit Kanti が担当

している。 
④ ライフサイクルアセスメント（LCA）分析の進捗について。 

 LCA ソフトウェアが生物資材研究センター、経済性分析を行うソフトウェア

がイノベーションセンターにそれぞれ導入された。LCA に関しては、LIPI 化
学研究センターの LCA 専門家（Dr. Edi Wiloso）から技術指導を受け、現在、

データ収集、分析作業を進めている。 
 
No.9 

訪問先 LIPI 植物多様性保全センター トレウブ研究所（ボゴール植物園内） 

面談相手 Mr. Helmant Hendra（成果 2 研究チームメンバー、2016/12/01～2017/02/28 リグニン分析、

植物分子育種手法にかかわる研修に参加） 

訪問者 （プロジェクト）三谷調整員、（調査団）鈴木 

日時 11 月 12 日 8:05～9:10 場所 研究所内ミーティングスペース 

収集情報 
主要事項 

① LIPI での職歴 
 2012 年に学部（林学）卒業後、2014 年から LIPI で働き始める。LIPI での職

務は、植物園の樹木管理で、北スラウェシで準備中の植物園の管理も担当し

ている。（LIPI はこうした植物園を全国 32 カ所に設置していて、今後、42 あ

るエコリージョンをすべて網羅できるよう、増やしていく計画を持ってい

る。） 
② プロジェクトにかかわる活動 

 本プロジェクトの準備会合にはほとんど参加しておらず、2016 年の開始時に

内容の説明を上司から受け、活動を従事するようになった。 
 プロジェクトの目標は、「アランアラン荒廃草地を生産的な土地に転換するこ
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と」と理解している。 
 プロジェクトでは、ソルガム栽培試験圃場の管理、収穫したソルガムのリグ

ニン含量の分析、アランアラン荒廃草地の植生変化の記録を担当している。 
 京都での研修でリグニン含量の分析法を学んだ。三つの分析法のうち、クラ

ーソン法、チオアシドリシス法については、やり方をマスターした。もう一

つのニトロベンゼン酸化分解法を現在学んでいる。プロジェクトが始まるま

でこうした実験室での分析作業を行ったことがなく、全く初めての経験であ

った。 
 これまでに学んだリグニン分析技術は、後輩研究員にも教えて、自分が不在

の時でも分析は続けられるようになっている。 
 リグニン含量の分析データを解析するのは上司なので、プロセスに係わるこ

とはない。論文はまだ書いたことがない。 
 成果 2 研修の目的は、ソルガムの最適な栽培方法に係わることであるが、あ

まり深くは理解していない。 
 今年 9 月に修士課程に入学したが、専攻は学部時代の林学ではなく、現在の

業務経験から生物学とした。 
 
No.10 

訪問先 LIPI イノベーションセンター（チビノン） 

面談相手 Mr. Firman Tri Ajie, Ms. Yovita Isnasari（成果 4 研究で経済分析を担当） 

訪問者 （プロジェクト）三谷調整員、Ms. Emiria Chrisanti 秘書、（調査団）鈴木 

日時 11 月 12 日 10:15～11:25 場所 センター内ミーティングルーム 

収集情報 
主要事項 

プロジェクトにかかわる活動 
 成果 1 から 4 までのデータを集め、経済分析を行うこと。 
 パーティクルボード、ソルガムペレット、ソルガムバガス粉末それぞれにつ

いて、市場性分析、収入分析を行うよう、データを収集している。 
 分析のためのコンピュータソフト INNOGRAHY のライセンス（1 年間）をプ

ロジェクト予算で購入してもらい、これを使って分析を行っている。 
 
（分析方法について、プレゼン資料を使った説明があったが、インドネシア語であ

ったため、英語のものを作成してもらえるよう依頼した。） 
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No.11 

訪問先 LIPI 生物学研究センター旧館（チビノン） 

面談相手 Dr. I Made Sudiana（プロジェクトマネージャー・成果 1 研究チームリーダー） 

訪問者 （プロジェクト）三谷調整員、Ms. Emiria Chrisanti 秘書、（調査団）鈴木 

日時 11 月 12 日 11:40～12:25 場所 センター内会議室 

収集情報 
主要事項 

① 指標 1 の「安定的なバイオマス作物」とはどういう状態と考えているか。 
これまでの栽培試験の結果から、現状でのバイオマス生産量（Biomass crops 
produced）」を数値で示すことができるかどうか。 
 バイオマスソルガムが、継続して栽培できること。 
 これまでに 42 品種が選定され、チビノン、エコパーク、カティンガンモデル

サイト、マラカの marginal land で 3 回栽培を行った。 
 生産量の数値は、成果 2 研究グループで準備できる。 

② 「荒廃草原回復のガイドライン」という表現がところどころに出てくるが（プロ

ジェクト目標指標や成果 2 の指標）、プロジェクト終了までに四つの研究成果をも

とに、最終成果物として何らかの「ガイドライン」を作ることは考えられるか？ 
 各研究チームのリーダーが、marginal land をソルガム中心とした生産的な土地

に返還する方法に関する技術ガイドラインを作成する。 
③ 本プロジェクトでプロジェクト目標が達成され、「持続的な生産技術が開発され

た」場合、それをどのように実際の政策や民間企業のビジネスに繋げてゆくこと

ができるか。これでまでに、LIPI での研究成果が政府の政策なり、開発計画に反

映された事例があるかどうか。 
 ガイドラインを BAPENAS はじめ、PERTAMINA（国営企業）、環境林業省、

なお、アランアラン荒廃草地の植生回復に関係する機関に提出する。 
 LIPI が貢献した「生物多様性戦略 Indonesia Biodiversity Strategy and Action Plan 

2015 -2020」が参考になる。 
④ バイオ燃料の研究の進捗 

 スウィートソルガムをバイオ燃料生産の材料として活用するための技術開発

を行っている。 
 終了済みの SATREPS（「統合バイオリファイナリー研究拠点構築プロジェク

ト」）で開発された酵母をソルガムの搾汁に添加し、発酵を促しエタノールを

生産する試験を行った。この結果、エタノール生産に最も適した酵母が特定

された。 
 しかし、バイオ燃料生産は、まだ商業的な生産を行っている企業はまだない

ので、パーティクルボードやペレットのような経済分析を行うところまでは

いかないだろう。 
 

インタビューのあと、バイオロジー研究センターの研究施設の視察を行った。 
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No.12 

訪問先 LIPI 生物工学研究センター（チビノン） 

面談相手 Dr. Satya Nugroho（成果 3 研究チームリーダー） 

訪問者 （プロジェクト）三谷調整員、Ms. Emiria Chrisanti 秘書、（調査団）鈴木 

日時 11 月 12 日 13:55～14:50 場所 センター内分析室 

収集情報 
主要事項 

先週金曜日のインタビューの補足のために、下記のとおり何点か追加の質問を行っ

た。 
 
① コメの研究に関する活動がどう成果 3 に結びつくか。 

 ソルガムは、生長速度も速く、背の高い作物であるため、すぐれたバイオマ

ス生産能力を有している。特に、インドネシア東部では食糧としても消費さ

れてきた重要な作物である。 
 一方、イネとソルガムは、同じイネ科に属しており、イネをモデルとし、遺

伝工学による品種改良にかかわる技術開発を行い、これをソルガムに応用し

ていくことは比較的容易である。 
 これまでに木質リグニンについては、多くの研究が行われてきたが、草本植

物のリグニン含量についてはあまり研究が行われていない。リグニン含量に

関与する遺伝子の特定は、インドネシアではまだ実現していない。 
② 仮に遺伝子工学によって新しい品種のソルガムが作出されても、遺伝子操作の作

物であることから、これを大規模に栽培することは、法的に難しいという問題も

あるのでは？ 
 作物の用途毎の定められたバイオセイフティの手順に従う必要がある。 
 プロジェクトでは、放射線照射による突然変異育種でいくつかの有望株を見

い出し、チビノンですでに 2 回栽培試験を行って必要なデータを収集した。 
③ ソルガムの品種改良は、他の研究機関でも行われているか。 

 農業省の中央研究所（MAROS）と国立原子力事業団が行っている。いずれも、

食糧生産が主な目的なので、栽培が容易な背の低い品種が中心である。 
 
インタビューのあと、バイオテクノロジー研究センターの研究施設の視察を行った。 
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No.13 

訪問先 Central Kalimantan DPTP (Assessment Institute for Agricultural Technology) 
中部カリマンタン州農業技術評価試験場 

面談相手 Dr. Dedy Irwadi, Research Cooperation Section 
Mr. Sandis Wahiyu, Staff of Information Section 

訪問者 （プロジェクト）三谷調整員、Dr. Reni、（調査団）鈴木 

日時 11 月 14 日 07:55～09:00 場所 場内会議室 

収集情報 
主要事項 

訪問の目的を説明、明日の日程について打合せのあと、DPTP に関する情報を得た。。 
• 農業省が重視する作物－コメ、トウモロコシ、マメ類（ラッカセイなど） 
• DPTP の体制－研究職 15 名、普及担当 10 名 
• DPTP は中央政府の直轄機関で、全国３４州に設置されている。 
• 農業試験場は、地方政府（県 kabupaten・市 kota）の管轄になる。 
• 中部カリマンタン州では、ソルガムの栽培は以前は一般的であったが、現在はほと

んど行われていない。 
• DPTP としては、新しい作物を導入する目的で、展示栽培を行っている。 
 
インタビューのあと、野菜の展示圃場の視察を行った。 

 
No.14 

訪問先 LIPI Kathingan 植物園 

面談相手 Mr. Irwan, ST: Head of Department of Plant and Environmental Capacity Development 
Irwanto, S. Si: Head of Life Environment Section 
Irwan, S. Hut: Staff of Registration Collection 
Yudha, Non-permanent staff, LIPI 

訪問者 （プロジェクト）三谷調整員、Dr. Reni、（調査団）鈴木 

日時 11 月 14 日 10:30～12:00 場所 植物園管理事務所 

収集情報 
主要事項 

訪問の目的を説明、植物園の業務に関する情報を得た。 
 

① 植物園の一般業務 
 LIPI は地方政府と覚書を結び、植物園を全国各地に設置していて、現在 25 カ所で

整備された。Kathingan 植物園は、その中の一つである。 
 植物園設置の目的は、1) 植物の保護、2) 研究の推進、3) 環境教育、4) エコツー

リズムの推進、5) エコシステム支援、である。 
 中部カリマンタン州は、果物が豊富であることから、Kathingan 植物園には、熱帯

果樹を収集する特別チームがある。 
 植物園は、102ha の面積がある。 
② ソルガム栽培試験を行うようになった経緯 
 アランアラン荒廃草地は、東部カリマンタン州に多く見られるが、同州に LIPI は
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まだ植物園を開いていないため、植物園がすでにある Kathingan で行われることが

決定された。 
 ここには、LIPI の臨時職員 2 名が配置されていて、日常的な圃場管理、栽培データ

の収集が可能であったことが、大きな理由だった。 
 2016 年から栽培試験が開始され、これまで 3 回、異なる施肥方法についてデータ

が収集されてきた。 
 
インタビューのあと、ソルガム栽培圃場（収穫後）の視察を行った。 
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